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１．議事日程

議 事 日 程 第 ４ 号

平成１９年９月１１日（火曜日）

午前１０時開議

日程第１ 一般質問

日程第２ 休会の件

１．本日の会議に付した事件

日程第１ 一般質問

日程第２ 休会の件

午前１０時００分開議

○議長（岩佐康三君） おはようございます。

昨日に引き続き大変ご苦労さまです。

ただいまの出席議員は14名です。定足数に達していますので、直ちに、本日の会議を開

きます。

本日の議事日程はお手元に配付のとおりです。

これから議事日程に入ります。

○議長（岩佐康三君） 日程第１、一般質問を行います。

昨日に引き続き、通告順に質問を許します。

５番通告者、１番能登百合子君。

〔１番能登百合子君登壇〕

○１番（能登百合子君） 皆さんおはようございます。１番能登でございます。

質問に入る前に一言だけ言わせていただきます。

皆様ご承知のように、４月の選挙で議員になったばかりの新人です。選挙のころ一斉に

始まった田植えが、今では黄金色の実りの時期を迎えております、一部には収穫も終わっ

ております。このように目に見える実りを早く実現できる活動をしたい、そのように目指

しておりますけれども、何分にも、経験と実績を積み重ねられた先輩方のようにはまいり

ません。それでも議員なのかという場面もあるかと思いますけれども、そのようなときに、

もう二度と立ち上がれないような厳しいご指導ではなく、広い心で接していただけますよ

うに、関係各位の皆様にお願いをしまして質問に移らせていただきます。

私は、龍ケ崎との合併についてと、ひとり暮らしのお年寄りに対する取り組みについて
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の２点を質問させていただきます。

まず、龍ケ崎市との合併についてでございますが、2005年７月、合併を実現する井原か、

合併を壊した遠山かと選択を求められました出直し町長選挙の結果、井原町長が誕生し、

これで合併できると、私を含め多くの町民が思い込んでいました。議会では、住民最大の

関心事として、定例会では毎回、複数の議員が合併について質問に立っております。

７月、就任した町長に、早くも２カ月後定例会で、やめないのかとの質問にはともかく、

町長は、一度壊れた信頼関係を元に戻すのは大変難しいという答弁をしておられます。私

が龍ケ崎市民であっても、裏切られたという怒りと、ぬぐい切れない不信感から、二度と

かかわりたくないという心境になると思います。このことは遠山前町長の責任であり、住

民の意思とは別なものです。とはいっても、この最悪の状況からスタートしたわけですか

ら、町長の答弁は当然のことだと思いました。

何分にも相手のあることであり、何もかも公開するというわけにはいかない、井戸端会

議のように無責任な情報を出せないという中で、取り組まなければならないというご苦労

は多々あったと思います。

そんな中で、入ってきた情報によりますと、龍ケ崎市長選挙で串田市長が当選されてか

らでないと動けないとか、理由はいろいろあったみたいですが、県議選が終わってからと

か、４月の統一選で、合併賛成派の議員が過半数でなければ安心して合併は進められない

とか次々出てくる、熱意だけでは解決できないタイミングの悪さに歯がゆい思いできまし

た。

８月３日、茨城県市町村会議推進審議会がまとめた自主的な市町村の合併の推進に関す

る構想、いわゆる素案に、龍ケ崎市、利根町を合併協議を進めることが望ましい組み合わ

せとすると盛り込まれました。昨日、高橋議員の合併について、どこまで真剣に取り組ん

だかという質問に、取り組んだ結果がこの素案にただ一つ盛り込まれたということですと

町長は答弁されました。公式、非公式、はかり知れない交渉の結果と受けとめております。

しかし、タイミングの悪さがあったとしても、最大限の努力をしているにもかかわらず、

スムーズに進んでいると実感できない一番の問題点は何なのでしょうか、そのことを町長

にお聞きします。

次に、ひとり暮らしのお年寄りの取り組みについてです。

この夏、例年にも増して異常ともいえる暑さで、室内にいながら熱中症で死亡という報

道は、一度や二度のことではありません。私の身近に、暑さのために食が進まず、熱があ

ることから、念のために入院をしたという例がありました。軽い熱中症ということで、翌

日からの暑さを考えると、一日状況がおくれたらと思うと大変心配されるところです。

聞くところによりますと、フレッシュタウンでは、実際に、ひとり暮らしのお年寄りが

亡くなれたということをお聞きしました。周りの方々が大変真剣に見守っていられた中で

のことであり、大変お気の毒なことだと思いますし、残念なことだと思います。
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高齢化が進んでおりますので、いかなる理由かによりましても、ひとり暮らしの方はふ

えております。あすは我が身と大変不安に思っていらっしゃるお年寄りがいっぱいいると

思います。町の仕組みがどういうふうになっているのか、どのように取り組んでいるのか

をお伺いしたいと思います。

○議長（岩佐康三君） 能登百合子君の質問に対する答弁を求めます。

町長井原正光君。

〔町長井原正光君登壇〕

○町長（井原正光君） それでは、能登議員の質問にお答えをいたします。

まず龍ケ崎市との合併についてでございます。

私が、平成17年に町長になり、合併の実現のため、龍ケ崎市長と公式、非公式に何度も

お話し合いをさせていただいてきたところでございます。

その中で、龍ケ崎市長は、合併は避けて通れない問題である。市町村合併は必要である

と話をしております。しかし、龍ケ崎市民の合併に対する機運は、平成17年３月に合併協

議会が事実上解散し、法的には存続しているわけでございますけれども合併が破綻になる

と急に冷めてしまった。今の龍ケ崎市長のスタンスは、市民の機運が再び盛り上がってく

れば合併を推進するというような消極的な対応であるかと思います。

しかし、市長は、お互いにしっかりとした足腰を構築し体力をつけることが大切である

ともお話をされております。つまり利根町が行財政改革をさらに推進をいたしまして、龍

ケ崎市民が納得するよう、しっかりとした行政と財政を構築し、安心して合併の話ができ

る市町村として生れ変わらなければならないのではないかというふうに思っておるところ

でございます。

昨日もお話を申し上げてきたところでございますが、合併特例法の旧法下では、特例債

などの財政支援が手厚くなっていました。しかし、新法下では特例債はなく、財政支援も

ほとんどありません。このことが合併が進まない大きな要因の一つであります。

龍ケ崎市も財政が厳しく、特例債を想定した事業ができなくなり、財政もここ二、三年

が一番厳しい時期であると言われております。龍ケ崎市民からは、利根町は財政が悪いの

で、合併しても龍ケ崎市はメリットがないというような話も出てきているところでござい

ます。

私が行財政改革を進めているのは、利根町の将来のため、また、ひいては合併の推進の

ためにもやらなければならない課題であると思っているからであります。

また今回、茨城県市町村合併推進審議会より、自主的な市町村の合併の推進に関する構

想、これは素案でございますが、示されました。素案の内容は、龍ケ崎市、利根町を合併

協議を進めることが望ましい市町村の組み合わせとすると、構想を対象の市町村の組み合

わせに、茨城県内では唯一、龍ケ崎市と利根町が位置づけられました。

私は今までの議会でも話してまいりましたが、この茨城県市町村合併推進審議会の動向
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が、今後の合併を左右する重要なポイントになると考えております。そのため、各方面に

働きをかけ、お願いをしてまいったところでございます。

８月３日の審議会から、龍ケ崎市長が茨城県市長会長として委員に選任され、出席をさ

れております。その中で、今回の枠組みが発表されたことは非常に重要な意味をもってい

るものと考えております。

さらに、今回の組み合わせについて、パブリックコメントが実施されておりますが、私

は、この内容をすぐに町民の皆様方にお知らせし、町内に、合併に関する情報として、自

主的な市町村合併の推進に関する構想の抜粋と、意見募集の案内を全戸に配布いたしたと

ころでございます。意見募集による町民の思いが、茨城県市町村合併審議会に、さらに委

員である龍ケ崎市長にも、この思いが届くように願っておるところでございます。

審議会は、さらにもう一度開催され、内容を調査、整理した後、知事への答申となると

伺っております。知事からの構想発表はその後になると思われます。

私の合併の取り組みは、市長との話し合いだけでなく、障害となっている問題点を考え、

一つ一つ改善し、合併が進展するよう努力してまいりました。それが利根町の行政改革の

推進であり、茨城県市町村合併推進審議会の働きかけであります。今後は、特例債にかわ

る県の合併財政支援の要請が重要な案件であると思っております。これからが合併の一番

大切な時期であると考えております。さらに努力していく所存でございますので、議員の

皆様方にもご協力方よろしくお願いを申し上げます。

次に２点目の、ひとり暮らしのお年寄りに対する取り組みについてでございます。

町のケアの状況はどのようになっているかというようなご質問でございます。

まず、当町の９月１日現在でのひとり暮らしのお年寄りの人数でございますが、246名

で、男女別の内訳は、男性が68名、女性が178名でございます。この人数の把握につきま

しては、平成17年度に、65歳以上のひとり暮らし高齢者台帳の整備を目的に、民生委員、

保健師、社会福祉協議会等々が連携をもちまして訪問調査を行っております。その後、変

更につきましては、各地区の民生委員37名おるわけでございますけれども、この委員さん

によりまして随時ご報告をいただいているところでございます。

町の取り組みの状況につきましては、ひとり暮らしの高齢者の方々の中で、外出困難な

方や病弱な高齢者のみで生活をしている世帯を対象といたしまして、緊急通報システム事

業を実施しております。この装置は、体調の異変などで緊急を要するときには、利根消防

署に直接発信する ボタンを押すだけでございますけれども 発信することができる

専用の通報機器でございます。現在の貸与件数は87件でございます。

また、愛の定期便事業と称しまして、見守りが必要とみられるひとり暮らしの高齢者の

方に対しまして、週１回、乳製品を配達し ヤクルトでございますが、もちろんこれは

直接手渡しでございます をしながら、対象者の方に何か異常が認められた場合は、早

急に町関係機関に連絡をいただく手順になっておりまして、安否の確認、健康の保持、孤
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独感の解消に努めているところでございます。現在、この事業の訪問宅は50軒でございま

す。

さらに、利根町社会福祉協議会では、ふれあい給食サービス事業と称しまして、おおむ

ね70歳以上の在宅ひとり暮らしの高齢者に対しまして、月２回１食300円でございますが、

昼食を届け、食生活の安定と健康維持に寄与しているところでございます。現在の利用者

は53名でございます。

また、地域ケアシステム推進事業の中で、本人が希望する場合は、民生委員、保健師、

警察、社会福祉協議会が連携し、見守りネットワークと称して、在宅のひとり暮らしのお

年寄りを在宅ケアチームでも支援しておるところでございます。

一方、現在元気でひとり暮らしをされている高齢者の方につきましても、いつどのよう

な状態になるかわかりませんので、各地区の民生委員に見守りの強化をお願いしており、

何か異常が認められたときは、随時連絡をいただく手配になっておるところでございます。

今後ますます高齢化が進む本町におきましては、特にひとり暮らしのお年寄りが増加し

ている現状の中で、だれもが安心して生活できるまちづくりを目指し、これからも、消防

署、警察、地区の民生委員、さらには社会福祉協議会等々との連携を密にいたしまして、

よりきめ細かな見守り体制を推進していきたいというふうに考えておるところでございま

す。以上でございます。

○議長（岩佐康三君） 能登百合子君。

○１番（能登百合子君） ただいまの町長のお答えの中で、龍ケ崎市民の醸成がなされて

いないというお話がありました。私も近く龍ケ崎に知り合いがおりまして、そういう話を

聞くときに、貧乏な利根町と一緒になるのは嫌かしらと聞くと、そんなことはない、今ま

で進んできたのだから、いつ合併ができるのかしらね、いつになるのかしらねという声も

聞こえてまいります。完璧とはいきませんけれども、そういうものを積み重ねていくこと

が必要なのだと思います。

３年前のことですが、串田市長は、50年前、１町６カ村の先人たちの協力で今の龍ケ崎

があります。龍ケ崎自分さえよければいいということではなく、今度は、子孫のために、

30年後、50年後の自立した町とするために、利根町との合併が必要なのですというお話を

された場に私はおりました。大変うれしい思いで聞き入って、早く龍ケ崎市民になりたい

と思いました。

ところが、このごろその串田市長の意向がどうも見えてこない、消極的だというふうに

聞こえてまいります。龍ケ崎市議会９月定例会で、合併についての一般質問があったと聞

いておりますが、どのような内容だったのか、お答えいただきたいと思います。

そして２件目の、ひとり暮らしのお年寄りに対する取り組み、仕組みですけれども、現

実、まだそれに該当していない私なんかでも、こんなにいろいろあったのかということを

今改めて知りました。皆さんにこういうことを知っていただいて、あすは我が身と思って
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いらっしゃる方に、こういう仕組みもあるから、こういうときにはこうしたらいいんじゃ

ないかしらという情報を提供する分、それが大変大事なことだと実感いたしました。

皆さん一生懸命に取り組んでいらっしゃることも伝わってまいりますし、民生委員さん

方が、尋ねていらっしゃる姿も身近に見ておりました。当事者たちは一生懸命頑張ってい

らっしゃると思います。それでも、今回のようなフレッシュタウンのような例が出たりす

るわけですので、一人一人がそのところを十分に承知をして、あすは我が身、他人事では

ないという気持ちで接していくことが重要なことだと思います。

町としては、行政として周知徹底、これらがありますというのは十分に出している、そ

れはそういうふうに思いますけれども、関係のない部分というのは案外見ていないという

のが現状ですので、この機会に、きょうここにいらした皆さんを初め、わかっている人は

もっともっとこのことを皆さんにお知らせする必要があるなと受けとめました。

以上、１点です。２点目は承知いたしました。それぞれが努力すべきことだと受けとめ

ております。最初の問題だけお答え願います。

○議長（岩佐康三君） 町長井原正光君。

〔町長井原正光君登壇〕

○町長（井原正光君） それではお答えをいたします。

去る９月７日に、龍ケ崎市議会が開かれておりまして、その中で一般質問が行われてお

ります。１人の議員が合併について質問をいたしております。そのときに、市長がいろい

ろとお答えをしております。市長の意向は完全に私が把握しておりませんので、何といい

ますか、私がまとめたというか、私が聞き及んでおったことをお話させていただきたいと

思います。

まず市長は、所信表明の中でも、合併の組み合わせといいますか、合併について述べて

おります。これは９月４日の定例会初日でございますが、龍ケ崎市長は冒頭に、市町村合

併審議会の素案では、我が町と利根町の合併を進めることが望ましい組み合わせとして位

置づけられておりますが、私は８月３日に開催された同審議会に、茨城県市長会長として、

また当事者として初めて出席し、次のように意見を述べてまいりました、ということを言

っております。

その中で、市町村合併は、効果的な行政運営のために不可欠な課題であると認識してお

りますが、現時点、つまり新法下、特例法下における龍ケ崎市のスタンスは、あくまでも

白紙であり、現在はしっかりとした財政基盤構築への取り組みを進めるべきであるという

こと。次に、市民、民意が大いに合併について関心や理解を示すことこそが合併を論ずる

ための前提であること、そしてその上で、龍ケ崎市がメリットを享受できる市民の十分な

理解を得た合併でなければ、龍ケ崎市長としてこれを進めることができない。私は同審議

会の委員ですが、同時に８万市民を代表する龍ケ崎市長として、龍ケ崎市が合併を進める

ためには、以上のような課題であることを審議会において表明してまいりました。このよ
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うに述べておるところでございます。これは所信表明の中で述べたものでございます。

それからまた、いろいろと議員の質問に対して答えております。

対象が18市町村の中で、なぜ龍ケ崎市と利根町の組み合わせだけが取り上げられたのか、

ということの質問でございますが、それにつきましては、昨年の５月に、茨城県市町村課

長と意見交換を行ったところであります。その内容につきましては、合併は避けて通れな

い問題であり、２市１町による組み合わせが将来の基本となると考えていること。しかし、

現在においては白紙であることなど龍ケ崎市のスタンスを示しましたと、このように答え

ております。

この中で、大切なことは、さきに茨城県市町村合併推進審議会がまとめた素案がござい

ますが、その素案に触れていないという点でございます。大変残念だなというふうに思っ

ております。合併推進審議会が発表した素案は、構想市町村の組み合わせに、龍ケ崎市、

利根町の合併協議を進めることが望ましい市町村の組み合わせとすると織り込まれ、龍ケ

崎市、利根町は、旧合併特例法下で法定協議会が設置され合意寸前まで協議が進められた

ものの、利根町の事情により合併に至らなかった経緯があるが、現在、利根町においては

町長、議会等が合併を望んでいる状況にある。一方、龍ケ崎市においては、審議会が実施

した意向調査の結果、将来的なまちづくりの基本として、時期に関係なく牛久市と利根町

との組み合わせを考えているものの、財政基盤の強化や市民の合併機運の醸成などが合併

協議を再開するための大きな課題となっている。今後こうした課題の解決が図られ、両市

町において合併を目指した積極的な協議が行われることを期待しておるものである、この

ように審議会の方では述べておるところでございます。

それからまた質問の中で、では、合併機運が一気に外から醸成されるとも考えられるが、

これらについてはどうか。つまり、龍ケ崎市民は余り合併機運が低くても、外部から、利

根町から、あるいは県からというふうな、外からというふうな言葉使っていますけれども、

それから醸成されることも考えられるけれども、それについてはどうかというふうな質問

で、市長は、利根町が龍ケ崎市との早期合併を望んでいるのは承知しております。隣接自

治体の意向は真摯に受けとめたいとは存じますが、まずは龍ケ崎市民の民意、意向が大事

であります。現時点では龍ケ崎市民には合併機運は高まっていないと、このように反論し

ております。

次に、質問の中で、龍ケ崎市に審議会から、あるいは県から勧告することはあるのかな

いのかという質問でございますが、それにつきまして市長は、知事が勧告するという見通

しがあるかということについては私の範疇を逸脱している問題である、そのように答えて

おります。

それから、質問でございますが、市長は合併は避けて通れないという認識であれば、合

併の是非を問う住民投票条例を事前に制定する必要についてということで質問されており

ますが、これにつきまして市長は、住民投票条例の制定については、民意を明確にするた
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めの一つの手段である、しかし、市民が強い関心をもって議論されているような状況にな

った場合、施政方針の決定のための選択肢の一つであるというふうに答えておりまして、

現在の議会制度との関係、かかる費用面、さらに住民間にしこりが残るおそれがあるなど、

住民投票を疑問視する声も他方では言われているということで、今実施する状態にはない

というふうに答えておるところでございます。

このように、今議員がご指摘のように、30年、50年後の子孫のために合併は必要という

ことで当初は言っておりましたけれども、今回の９月定例会の一般質問の中では、以上の

ように答弁しておるところでございまして、きのうもちょっと申し上げましたけれども、

大分正面から横向きになったなという感じは否めないところでございます。以上です。

○議長（岩佐康三君） 能登百合子君。

○１番（能登百合子君） ただいまの説明を聞いているうちに、どんどん気持ちが重くな

ってきて、合併はどんどん遠くなっていくのかなという気がしてくるのですけれども、こ

こまでやってきた合併の取り組みに対しては何がなんでも実現したい、そのように考えて

おります。

それで、利根町民になった27年前、町政懇談会の席で、元町長鈴木嘉昌氏は、合併につ

いての質問で、龍ケ崎と断言されました。茨城県玄関口でもあり、夫や子供たちの通勤、

通学の最寄り駅でもある取手市との合併を希望していた、私なんかはその一人ですけれど

も、希望していたのですけれども、県の都市計画審議会の審議で、牛久市、龍ケ崎市、利

根町は一つの単位のまちづくり、既に道路事業、インフラ整備等が進められて、人口対策

に取り組んだと聞き、ああそういう事情があったのかと納得をしました。そのあと、龍ケ

崎の方にも大型店舗ができたり、学校を通うのも病院へ行くのも、私たちはもう事実上龍

ケ崎市民のような暮らしをしておりました。

きのう、高橋議員が合併について、利根町は龍ケ崎に嫁に行くというようなわかりやす

い例で話されましたので、私もその例をちょっと利用させていただきます。

16年１月スタートした龍ケ崎利根町法定合併協議会は、言うなら、花嫁の利根町も、花

婿の龍ケ崎も相思相愛でスタートしたわけです。で、きのうの話にありましたように、話

は順調に進み、結婚式直前というところまでいったわけです。私たちは、もうこれで龍ケ

崎市民になれると思ったものでした。

どんな理由があったのか今もってわかりませんけれども、龍ケ崎が両手を広げて待って

いた合併という入り口の扉を、私たちの目の前でパタンと音をさせて閉めたのは、遠山前

町長なのです。国で推進した事業に対するこの行いに対して、県も国も承知のことだと聞

いております。

井原町長は、公約違反だとか、辞任しろだとか、責任追及される方もおられますが、そ

れは数ある意見の一つです。何をもって公約とするか、私は、利根町選挙管理委員会から

選挙広報に出される政策が公約だと受けとめております。

－１５１－



辞任すべきだというご意見については、公約違反だというこのことについては、その選

挙広報、今ここに一応持ってまいりましたけれども、平成17年７月24日執行利根町長選挙

広報、この中には、できてもできなくても２年でやめますということは書いていないので

す。ですけれども、選挙戦の中で町長が、できてもできなくてもやめるという意気込みの

言葉は聞いております。

責任をとれとか、けじめをつけろとか、そういう話で言うのでしたら、今のこの厳しい

現状、あれほど前向きに考えていた龍ケ崎市が、どうも消極的で実現できるかどうか危う

いという状況にある、この状況をつくった人にこそ責任をとってもらいたいと思いますし、

けじめをつけてもらいたいと、そんな気持ちでおります。

ただし、その責任をとれのどうのこうのと言い出したら、ああなったらこうだとか、こ

うなったらそうだとか言うべきことはいっぱいあるのですけれども、終わったことを言っ

ていても前には進みませんので、今回の素案に出された分、龍ケ崎市と利根町が唯一取り

組むべき合併を進めていく組み合わせだという、この機会に、何がなんでもまとめて実現

をしていきたいと私は思っております。

今、私たちがやらなければいけないことは、今何をするかということで、終わったこと

をああだこうだと言っていても仕方ないことですので、まずできることをやって、そして

それが将来の自分たちの子供あるいは孫、その子供たちに残していけるものを今努力をす

る、そのことが大事だと思っております。

その一つの方法が、さっき町長おっしゃったパブリックコメントもその一つかと思いま

す。回覧で回ってきたときには、切手を張るようなこういうものをやる人はいないんじゃ

ないのとか、どこまでみんながこれに対して答えてくれるかしらとかいう、現実そういう

問題もありますけれども、こういう事情がある、こういうことで皆さんの意見で、龍ケ崎

の市長の気持ちも動かしたい、そういう気持ちを一生懸命伝えていくことが、まず一番か

と思います。

先ほど、数ある意見の一つだと申し上げましたけれども、私は、町長がやめるべきだと

いうようなご意見に対して、約束は約束だからやめますよというのが、もしかしたら潔く

聞こえるかもしれませんけれども、それはとんでもない話だと思います。

今の利根町では、時間的にもゆとりがありません。財政的にも、任期が２年残っている

町長選挙をやり直すようなゆとりはありません。今ここで、町長がやめるようなことにな

ったら、今まで、渋々という中でやっとここまで進んできたという話を元に戻してしまう

ことになります。それは大変むだなことですし、もう合併をあきらめなくてはならないと

いう状況になることだと思います。実現の可能性は、この段階でなくなるのではないかと

思っております。

これから先、まだまだ厳しい状況がいろいろ出てくると思いますし、町長も、その中で、

どういうふうに対応していくかという大変苦しい状況の中に立たされると思います。しか
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し、雑音に振り回されることなく、町長は、合併を実現するといって町長になったわけで

す。合併を実現するまで、どんなつらいことがあろうとも、どんなに苦しいことがあろう

とも、それこそ皆さんとされた約束である、龍ケ崎市との合併を実現しますという言葉を

現実のものにしていただくべくしっかり頑張っていただきたいと思います。町長の揺るぎ

ない決意のほどを確認させていただいて質問を終わります。

○議長（岩佐康三君） 町長井原正光君。

〔町長井原正光君登壇〕

○町長（井原正光君） いろいろ考えてみるに、当町におきましては、行政も議会も、町

民の皆様方も、大体は合併の方向で固まっているというように思います。龍ケ崎市の動向

はどうなのかなということで、今ちょっと思い出しながらメモってみたわけでございます

けれども。

まず、議会の動向でございますが、合併協議会が破綻になった時点で、やはり裏切られ

たと、その思いが強いというふうに私は思っております。そのことが、合併協議会の廃止

の可決につながったのかなというふうに私は思っております。

今さら言うのも何でございますけれども、当時、もう少し龍ケ崎議会との話を密にして、

この合併協議会廃止につきましても、連絡をとり合いながら、どうしたらいいのかという

扱い、同時期の開催でございますので、時間的に余裕はありませんけれども、その辺の連

絡調整も必要だったのかなというふうに感じております。

それはなぜかといいますと、旧法であっても新法であっても、やはりそういう法に基づ

く協議会の存続というのは必要だったというふうに私は思っております。今現在もいろい

ろな話をさせていただく中で、県や何かへ行ったときもその話よくするのですけれども、

旧法は３月31日でなくなったという説明もありますけれども、私から見ればまだ残ってい

る。龍ケ崎市は否決したけれども、利根町はそのまま存続を認めたわけでありますから、

仮に、これが両議会で廃止を否決したら今どうなっていたか、恐らく旧法による経過措置

が適用され、この特例債もまた認められたのではないか、また総務省との交渉の窓口とい

うか、その糸口になったのかなという感じがいたします。

そういうことで、市長も、市民に対する機運の醸成に対する旗振りが、いまいち力が入

らないのかな。それは、特例債でいろいろな住民サービス、公共施設の整備等を新市計画

の中で、また、おくれているそういった福祉施設の整備を考えていたというふうに私は思

っております。それがなくなった現在、どういうふうに説明していいかわからない、そう

いう状況の中では、首長みずからが旗振りにやはり力が入らない状況なのかなというふう

に感じておるところでございます。

それから、市の方から聞こえてまいります、利根町は赤字財政が続くから合併を望んで

いるんだというような話も聞くわけでございますけれども、こういった市民の声にこたえ

る意味でも、また内々に利根町は自立できるんだという方向性を示すためにも、やはり行
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財政改革を断行して、自立したまちづくりをつくっていかなければならない、そうするこ

とによって、市長の重い口が開いていくものと私は思っておるところでございます。

かたい決意というふうな話でございますが、合併協議会が廃止に追い込まれた時点での

市長の言葉、今ちょっと思い出してみたのですが、利根町民の思いを気遣う言葉であった

かと思います。いずれも、早い時期に、合併が協議会の場で、また場にのせて実現可能な

言葉を示唆してくれていたような感じもいたします。この言葉で利根町民は当時、奮い立

ち、首長への交代への大きな力となってきたというふうに私は感じております。その熱い

町民の思い、それを受けて、私はこれまで合併に取り組んでまいったところでございます。

私は、火中のクリを拾うという言葉を使わせていただきましたが、私はまだクリに触れ

ておりません。合併を実現させて、今問題となっている千葉竜ケ崎線、あるいはまた若草

大橋の開通の経済効果などを十分に発揮させ、龍ケ崎・利根地方の発展につなげていけれ

ばなと、このように感じているところでございます。

火中のクリは大変熱いというふうに思いますので、手はやけどすることになると思いま

すけれども、もちろんそういった困難は山積みしていると思います。しかし、実現するま

で、やはり全力を投球したいというふうに思っております。その間、財政を強化して、町

民の生活の安定を図っていきたいと思います。

必ず利根町をよくしたい、またよくなるというふうに私は思っております。これからも

全力投球で頑張らせていただきます。よろしくご理解のほどお願い申し上げます。

○議長（岩佐康三君） 能登百合子君の質問が終わりました。

暫時休憩いたします。

午前１０時４８分休憩

午前１０時５５分開議

○議長（岩佐康三君） 休憩前に引き続き会議を再開いたします。

６番通告者、５番守谷貞明君。

〔５番守谷貞明君登壇〕

○５番（守谷貞明君） こんにちは、守谷貞明です。

通告順に従って私の質問をさせていただきます。

私の質問は、大きく分けて三つあります。１番目は、合併について、２番目は、財政健

全化について、そして３番目は、町の活性化についてであります。

それでは、１番目の合併についての質問ですが、昨日、本日と、先輩議員そして能登議

員の質問などで町長のお答えが明確に私は理解できたと思っています。そこで質問の一部

を割愛させていただきます。

私の合併についての質問はただ１点、龍ケ崎市側の合併に対するものの考え方、それか

ら市長の考え方、発言等は、先ほども町長からあったように、白紙であるとか、さらには
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審議会に対するヒアリングで、将来的なまちづくりの基本として時期に関係なく、時期に

関係なくと言っていますね、牛久と利根町との組み合わせは考えているものの、財政基盤

の強化や市民の合併機運の醸成などが、利根町と龍ケ崎市の合併を再開するための大きな

課題となっているというふうに審議会が論評するほどの、ある意味では、先ほどから言わ

れているように、合併推進への情熱といいますか、機運が希薄となって、龍ケ崎市と当町

との合併の優先順位が大分後退してしまったことを私は非常に深く印象づけられた発言だ

と思っています。

ですから、２年前は、100メートル競走でいえばゴールの寸前にいたのですが、今はス

タートラインにも立てずにもっと後ろにいるという、そんなに後退したような印象を受け

ています。

私たちの町にとっては、龍ケ崎市との合併が非常に重要な問題なわけです。そこで、じ

ゃどうやって具体的に合併を実現するのか。その施策については、町長は、昨日来、きょ

うもそうですが、質問の中で答えておられます。私の質問は、合併までの目標年数をまず

お聞かせください。さまざまな努力を積み重ねるのは当然ですが、やはり一応計画という

のは目標をもってやるものであるならば、何年かかるのか、それを、相手があることで大

変言いづらいことだとは思いますが、ぜひお聞かせ願いたいと思います。

次に、財政再建についてであります。

龍ケ崎市との合併実現が、最短で仮に３年から４年かかるとしますと、当町の財政、利

根町の財政がそれまでもつのかどうかが大変心配です。理想を言えば、自主自立の精神で

財政再建に取り組み、合併しなくてもやっていけることが理想で、私はそれを願っていま

すが、現実的には大変難しいと思います。

昨年の６月に発表された集中改革プランの実施で、平成17年度、一昨年は１億9,800万

円の歳出の削減が実現できました、約２億円ですね。これは町長以下町当局が頑張ったこ

とで大変評価に値する実績だと思います。今後さらに財政状況が厳しくなる中、さらなる

努力を続けていただきたいと思っています。

しかし、私は多少悲観的にならざるを得ないのは、残念ながら利根町の人口は毎年減少

し、高齢化が着実かつ急激に上昇しています。国土交通省の研究機関である国立社会保障

人口問題研究所、これはつくばにあると聞いていますが、ことし発表された推計では、茨

城県で人口減少の多い順、利根町は７番目に位置しています。

平成12年度から平成27年度までは年率９％人口が減ります。そして平成47年度では20％

と予測されています。平成27年度の人口よりも約1,000人減ります。ですから、平成27年、

８年後には１万7,376人となってしまいます。８年で1,000人ということは、年間平均124

人ずつ減っていくわけです。平成12年には65歳以上の高齢者は2,912人、率にしますと人

口比で15.3％、それが８年後、平成27年度には6,285人、何と36.2％になります。さら

に23年後、このとき私は23年足し算すると多分もう生きていないなと思うのですけれども、
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全く自信がないですが、そのときの利根町の65歳以上の人口は、平成12年の倍6,051人、

率にして約40％、10人のうち４人が65歳以上になります。つまり、若い世代が流出し、65

歳以上の高齢者が残り、全体として人口が減るという典型的な過疎化現象が進行するわけ

です。働ける世代が減ることは税収の減少を意味し、高齢者がふえるということは、年金

生活者がふえ、当然税収も減ります。そして一方で、さらに高齢者の医療費、介護費用等

社会保障関連の費用がふえていくことを意味しています。このような状況でどのような財

政再建を行うのか、大変私は心配しております。

そこで、１番目の質問です。人件費削減についてです。

町が発表した財政健全化プランでは、その大きな柱として、人件費の適正化を年度ごと

に目標を立てています。平成22年度の目標は、人件費全体が11億3,000万円を実現すると

いうふうに言っております。これが実現可能なのかどうか、まず１点。そしてこの目標を

達成するための根拠と具体的な方法をお聞かせください、ということが１点です。

次に、平成21年度の予算編成についてであります。

平成18年度、去年は財政調整基金から６億8,618万8,000円を一般会計に繰り入れました。

その結果、財政調整基金の残高は、現在７億7,395万円となっています。大分減ってしま

いました。来年はこの７億7,395万円の財政調整基金がありますから、来年度の一般予算

は組むことが何とかできると思います。しかし、この財政調整基金を取り崩したあとの平

成21年度以降の予算編成は大変困難になります。そこで、穴埋めの赤字町債を発行せずに

予算が編成できるのか、そのためにはどんな施策を、どんな具体的なデータをお持ちなの

かをお聞かせ願います。まずできるかできないかがあります。

続いて、三つ目です。町の活性化についてであります。

財政の健全化と町の活性化は車のいわば両輪でございます。どちらが欠けても健全な町

政の運営はできません。平成17年度の利根町の財政力指数は0.49、ちょっと難しい数字で

すが。この財政力指数というのは、１というのが、茨城県でも財政力指数が１という町が

幾つかあります、それは地方債だとか県、国の援助をなしに年間予算が組める、自前の税

収で組めるということを意味しています。ということは、翻っていえば、0.49というのは、

利根町の場合は半分も組めないということを意味しています、独自の予算では。

さらに、利根町の経常収支比率は、平成17年度が97.8％、昨年度は、経常収支比率は99

％と1.2ポイント悪化しました。これは一般家庭で言うと可処分所得、自由に使えるお金

のことを意味しています。利根町の場合、これが１％、年収500万円の家庭で言えば使え

るお金が５万円です。利根町の年間予算は約50億円ですから、5,000万円が可処分所得、

使えるお金です。じゃこれ全部使えるかというと使えません。予期せぬ出費があります。

家庭でいえば病気だったり、冠婚葬祭だったり、おつき合いだっていろいろなことありま

す、町にも当然あります。そのために、補正予算を組むために残しておかなければなりま

せん。ということは、約1,000万円前後か2,000万円あるかないか、大変少ないお金です。
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こうした状況の中で、町の活性化をするためにどうすればいいのか。活性化はもちろん

お金だけじゃなくて、活性化に必要なのは、すぐれた独創的なアイデアと、それを実現す

るための情熱、そしてもちろんお金も必要です。こうした財政硬直化の厳しい状況で、町

が当面する課題、活性化のために具体的な対応策をどう考えているのか、その施策をお聞

きしたいと思います。

１番目は人口流出、とまらない人口流出をどうやってとめるか、具体的にお答えくださ

い。

２番目、子育て世代の新たな居住者をふやすために、町はどのように考えて、何をしよ

うとしているのか。

それから、３番目、これも大変大きな問題です。高過ぎる料金の公共輸送機関の問題改

善。羽根野台は、取手まで往復800円、片道400円です。フレッシュタウンは、片道480円、

往復960円、１回乗ると1,000円札が飛んでいっちゃうのです、大変だと思います。これは、

大利根交通の１社独占ということもありますが、大利根交通もかなり経営に悩んでいると、

苦しんでいると私は想像します。

こうした公共輸送機関の問題、料金を安くし、さらに、もえぎ野とか、四季の丘とか、

私の団地は156の空き地と空き家があります。優良な住宅地にたくさん人が住んでもらい

たい。東京圏、首都圏で家賃10万円前後で住んでいるアパート暮らしの子育て世代の方に

こちらに来てもらえれば、六、七万円で一戸建ての家が買えるんだぞという私はセールス

マンやりたいと思うぐらいです。しかし、もえぎ野とか四季の丘には残念ながら公共輸送

機関が入っていないわけです。

ですから、今お金を使わずにできることは、私としては、今ある大利根交通を龍ケ崎の

南高校経由で、ランドロームのところからもえぎ野まで入れていったらどうなんだと、そ

うすれば、あそこを売りやすくなるのじゃないかなんていうのは、私は個人的に思ってい

ます。

次です。４番目。高齢者の通院、買い物の利便性の改善をしていただきたい。

私もあと何年かすると車を運転できなくなると思います。そのときを考えると大変ぞっ

とします。ああここは陸の孤島だなと、病院行くの大変だなと、１日仕事でお金もかかる

わと、大変不安になります。

さらに、５番目としては、大量退職を迎える団塊世代の問題であります。この方々、非

常にいろいろな経験と能力、キャリアをお積みです。こういう方々貴重な人材です。そう

いう方々をどう取り込んで、この町の活性化に一緒になってお役立てて、働いてもらえる

ようにするのか、そういうことも具体的に考えているのかどうかということですね。

最後に、合併を推進するために振興計画というものを町は考えていますね。この基本方

針とコア、中核となる内容をお聞かせください。

以上、高齢者も、子育て世代も安心して住める明るい町にするために、すべての住民と
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町議会、そして町長を初めとする役場職員が一体となって、利根町が未来に希望の持てる

町として発展することを願って、私の質問を終わります。ありがとうございました。

○議長（岩佐康三君） １回目の質問と言ってください。

○５番（守谷貞明君） １回目の質問を終わります。

○議長（岩佐康三君） 守谷貞明君の質問に対する答弁を求めます。

町長井原正光君。

〔町長井原正光君登壇〕

○町長（井原正光君） それでは、守谷議員の質問にお答えをいたします。

まず合併についてでございますけれども、最終的には、目標年次をお聞かせくださいと

いうようなことでございますけれども、この目標年次につきましては、今私が考えている

のは、県知事からの答申が出て、合併の推進構想が正式に発表されたあとで龍ケ崎市と協

議しなければなりませんので、まず龍ケ崎市との意見を交換する場の設置が必要かと思い

ます。ただ単に、利根町で何年度というふうに目標を掲げても、相手があることでござい

ますので、今、何年ということにつきましては答えられません。

続いて、財政健全化についてでございますが、人件費の削減と平成21年度の予算編成に

ついてでございますけれども、利根町財政健全化プランは、今後の利根町における財政状

況を検証して、財政立て直しのための具体的な方策を検証し、取りまとめて、数字目標と

して示したものでございます。

利根町行政改革大綱を基本として、利根町集中改革プランに掲げてある事項の行政改革

の取り組みによる効果を盛り込んだ普通会計における財政面の立て直しを位置づけている

ものであり、歳入と歳出面において、性質別項目に分類して目標効果額を掲げたもので、

財政健全化の方向を示したものでございます。

その中で、人件費につきましては、平成18年６月に公表した財政健全化プランでは、議

員ご指摘のとおり大きな柱でありますけれども、集中改革プランに掲げたすべての項目が

目標を達成できるように取り組み、その結果の目標効果額を織り込んだものが財政健全化

プランで、平成22年度までの取り組み後の財政収支見通しとなるものであります。

現時点では、財政健全化プラン、集中改革プランの項目のすべての目標を達成していく

ことが重要でございます。あえて人件費について申し上げますと、平成17年度の集中改革

プランの成果は、目標額3,400万円に達しまして、実績額は6,700万円でございます。現時

点では、財政健全化プランは、集中改革プランの目標効果額に連動していきますので、目

標を達成しているという状況でございます。

次に、21年度の予算編成はできるかということでございますが、まず財政調整基金の残

高を申し上げますと、この議会に提出している一般会計の補正予算後の基金の状態でござ

いますが、財政調整基金が５億2,069万3,000円、減債基金が２億5,882万円、その他特定

目的基金が15基金ございまして18億2,295万7,000円で、総額といたしまして26億247万円
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ということになっております。

今後の財政収支見通しにつきましては、財政健全化プランで、平成22年度までの取り組

みの財政収支見通しで公表しましたように、平成21年度には、このプランのすべての項目

を達成した場合でも、財政調整基金を入れても、財源不足を解消することはできない状態

であり、特定目的基金の事業を見直しまして、その基金を活用しなければ予算編成ができ

ない、非常に厳しい状況が予想されるわけでございます。

この状況を回避するには、今申し上げました約26億円の財政調整基金や特定目的基金の

事業を見直しをいたしまして、その基金を活用することができれば、平成22年度まで予算

編成を行うことが可能になります。またその間、財政健全化プラン、集中改革プランの項

目ごとの取り組みを着実に実行しながら、さらなる財政改革を徹底するとともに、新たな

歳入の確保に向けて取り組み、財政健全化を図っていかなければならないと考えます。

このように、大変厳しい状況でありますので、議員ご指摘のとおり、住民、議会、関係

団体のご協力、ご理解をいただきながら、健全財政化に向けて総力を挙げて取り組んでい

きたいと、このように考えておるところでございます。

次に、町の活性化についてのご質問の１点目の、人口の流出をとめること及び子育て世

代の新たな居住者をふやすことについてでございます。今回行いました第３期基本計画の

住民意識調査を見ますと、本町が「住みやすい」と回答された理由は、自然が残っている

ことや地域の人間関係が良好であるとのことでございました。が一方「住みにくい」と答

えた理由では、交通の利便性が悪いことや、買い物やレジャーに不便との結果が示されて

おります。このことから、公共交通と利便性の向上や、広域交通体系の整備に努めること、

また、大型の商店施設の立地による商業環境の充実に努めることが求められていると思い

ます。

本町では、長年にわたり、栄橋の朝夕の交通渋滞の緩和のために、竜ケ崎土木事務所ほ

か関係機関へ働きかけを行い、竜ケ崎土木事務所におきまして、栄橋千葉県側の交差点の

右折レーンの整備を行っていただきましたが、渋滞の解消までには至っていない状況でご

ざいます。

また、ＪＲ成田線、我孫子・成田間の利便性の向上につきましても、朝夕の増発と最終

時間の繰り上げなどの要望活動を、成田線複線化促進期成同盟会の市町村とともに、ＪＲ

東日本千葉支社及び東京支社に毎年行っているところでございます。

平成18年度におきましては、同期成会で、成田線輸送改善計画書を作成いたしまして、

増発のために必要な施策について取りまとめ、ＪＲ東日本千葉支社に提案を実施をいたし

ました。そして現在、提案について検討をいただいているところでございます。

商業環境の充実につきましては、地元商業者の活性化も考慮しながら、立地商業者の誘

致ができればいいなというふうに考えておるところでございます。

２点目の子育て世代の新たな居住者をふやす施策についてでございますが、平成17年３
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月に、父母その他保護者が子育てについての第一義的な責任を有するという基本的な認識

のもとに、家庭やその他の場において、子育ての意義について理解を深められ、かつ子育

ての喜びが実感されるように配慮しながら、集中的、計画的に取り組みを推進するため策

定いたしました次期世代育成支援対策行動計画、17年から26年までの10年間の計画であり

ますけれども、この施策を着実に推進していくことが重要であると考えます。また、その

内容を、ホームページなどで、町内外に情報を提供していく取り組みも充実させていきた

いというふうに考えております。

３点目の公共交通機関の料金が高過ぎるとのご指摘でございますけれども、これは町内

を運行している、名前を出してあれなのですけれども、大利根交通の路線バスの料金のこ

とを指しているものと思います。

路線バスの運賃設定につきましては、バス事業者が企業の継続事業とした原価計算に基

づき計算した運賃を、国土交通省が上限認可しているものと聞いております。また、大利

根交通の運賃は、県内のバス事業者と比較した場合でも平均を下回っているというふうに

伺っております。上限認可でございますので、料金を値下げすることは可能ではないかと

推測いたしますが、それには、バス事業者が、さらなるコスト削減や事業の効率性を高め

るなど経営改善に努めまして、私たちバス利用者も、公共交通の重要性を再度認識をいた

しまして、可能な限り、自家用車の利用から転換を図りまして、地域の交通手段を守って

いく必要があろうかと思います。バス利用者の増加が、ひいては運賃の低廉化につながっ

ていくのではと考えていますので、その辺ご理解をいただきたいと思います。

また、もえぎ野台や四季の丘への路線の延長につきましては、もえぎ野台の開発事業者

であった奈良建設とバス事業者の間で話し合いを持った経緯がございます。そのときのお

話ですと、計画戸数の半分以上の入居をした時点で、路線延伸の検討を始めるとの約束が

されているとのことでございました。計画戸数680戸で、現在建っているのが180戸でござ

います。また、四季の丘につきましては、当圏内で既存路線の停留所があることと、布佐

駅まで直接、徒歩や自転車で通勤、通学することが多いため、現時点での延伸計画はない

とのことでございます。

次に、４点目の、高齢者の通院、買い物の利便性の改善についてでございますが、地域

の公共交通については、全国どこでも採算性の確保のできないバス路線など、事業者の撤

退が相次いでいます。そこで、これを補う施策として、各自治体の交通施策が求められて

いるところでございます。

本町でも、龍ケ崎駅とＪＲ布佐駅間を運行していたバス路線が廃止されましてから、コ

ミュニティバスの運行のための検討をしてきたところですが、定時定路運行という路線バ

スの性格上、利用者は、停留所から比較的近い範囲にいる方々に限られてしまうというデ

メリットを解消することが難しいため、あわせてデマンド型交通システムの調査、研究も

進めてきたところでございます。
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現在の車中心社会で、公共交通機関の利用者が減少し続けているという現実の中で、実

際に不便な思いをしているのは、自家用車を運転できない子供や高齢者などの交通弱者と

呼ばれる方々でございます。これらの高齢者などの利便を優先して、コミュニティバスと

デマンド型タクシーを比較した結果、デマンド型タクシーは、他の利用者と相乗りするこ

とによって、通常のタクシーより低料金で、路線バスより利便性が高い輸送サービスであ

り、また停留所を設けず町全域を運行エリアとするため、すべての住民が受益者となり、

交通空白地帯に暮らす方々のニーズにも十分にこたえることができるというメリットから、

より公共性の強い行政サービスを提供すると判断して、今年度から運行開始をする方向で

準備を進めておるところでございます。

５点目の団塊の世代の人材の活用については、短期的な就労を希望する方々には、シル

バー人材センターへの登録をして活動する方法があると思います。また、ボランティア活

動を希望される方々には、社会福祉協議会や町にボランティア等に関する情報があります

ので、広域活動のための相談、情報提供及び活動の場の提供などの支援を行い、住民と行

政が連携、共同して、お互いに役割と責任を分担してまちづくりを進めていきたいと考え

ているところでございます。このような活動の中で、新たな経験と知識を取り組んでいた

だきながら、地域で積極的に活動できるように努めていきたいと考えます。

最後のご質問の、市町村合併の推進のための基本方針としては、広域行政の事項の中で

合併を積極的に進めていくという方針が掲げられていくことになります。そして、具体的

な施策としては、行財政改革を推進して本町の財政健全化を強力に進めていくことが重要

であり、これらのことが中心になっていくというふうに考えております。

守谷議員には、大きな見地からご指摘またご提言をいただいておるところでございます

けれども、この質問の中で、特に私が感じました高齢化社会を迎えての健康づくり、また

交通体系と人口減少の件につきまして、次世代育成支援対策行動計画、あるいはまた振興

計画の絡みもございますが、私の考えの一端を申し上げておきたいと思います。

まず、健康づくりでございますけれども、高齢者社会を迎え年金生活者がふえてまいり

ます。そうしますと必然的に、病気また医療機関にお世話になる人が多くなってまいりま

す。本人はもちろん医療費を払っていきますが、このことが本人一人の保険料を引き上げ

る、また保険税を高くするのではなく、全体の保険税に響いてくるわけでございますから、

一人でも少なく医療機関に、お医者さんに診てもらわないようにする、つまり医療費の支

出を抑える必要があるというふうに思っております。

お医者さんに行かないで健康で明るい日常生活をしていただくためには、まず病気にな

らないように心がけることが大切かと思います。毎日がリズムある生活をする、今言われ

ているのは、生活習慣病に気をつけること、人間はだれでも自分の体には気をつけていま

すが、そして人間ドックなど医療機関でチェックをしていると思いますが、悪いところ、

注意すべきところ、少しの間治療を続ければよくなることがわかっていても放置してしま
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うことが多いわけです。このことが、長年にわたって、また若い人は進行が早いわけでご

ざいますから、50代で発病し、若いときから介護状態に陥る、大変残念でございますが、

本人のみならず、家族にとりましては大きな不幸な出来事であるというふうに思っており

ます。

このようなことにならないように、人間が健康で明るい社会、生活が維持できるように、

また高齢者がいつまでも自立した生活が送れるように、総合的に整備し、ゼロ歳から、生

れたときから一連の健康管理システムを構築し、元気で長生きピンコロ社会の実現を目指

しているということでございますので、ご理解をいただきたいと思います。

それから、交通体系と人口減少について申し上げますが、これまで町内の交通体系事情

につきましては、先ほど申し上げましたがいろいろ検討してまいりました。人口集中地区、

農村部、そしてまた公共交通のある地域とバス等が全く運行されていない地域、いろいろ

ございます。これらを総合的に、全体的に交通体系を考えますと、今現在では、全体整備

は無理だと思います。

では、人口減少すること、ということはちょっと後回しにいたしまして、まず町内の体

系を確立させる、弱者、子供の利用を優先させて考えてみてはどうかということで考えて

みたわけでございます。みずから行きたくても行けない、他人の手をかけないと行動を起

こせない人にまず利用してもらう、そのことから始めようと。ですから、初めから龍ケ崎

方面を中心に考えたわけではございません。いろいろな法的なこと等も考慮し、検証をす

ると、必然的にこのようなことになったわけでございます。

まず初めは、スムーズに運行することにあるというふうに私は思っております。いろい

ろな規則、制約等は、利用者の声に合わせて行政が努力すれば、運行してからでも何とか

なる、とにかく走らせることにあるというふうに私は思っております。

人の動き、行動は、行きたいところ一人一人全部これは別々でございます。取手方面へ

行きたい人、希望する人、また布佐方面に行きたい人いろいろあります。しかし、これら

の方面は交通機関がございます。ですから、民間が業としてやっている路線と共有するこ

とは、まず最初から、話し合いには相当の時間を要する、最初から計画しても無理だとい

うふうに私は考えております。ですから、まず共有しないところからスタートするのが私

は一番であるというふうに考えます。

既存の民間の営業を脅かすことはできません。民間同士であれば、これは競争も自由に

されるわけでございますけれども、税金を投入して民間の業を不振に陥れることは、まず

できません。国は、これら調整を図る意味で、お互い意見を調整し、そういったいろいろ

な意見を図る意をもって、地方交通協議会の設立を義務化したものと思います。まず協議

会の中で賛成を得ることが出発点であります。ですから、まず町内の人が行動を起こしや

すいように、いろいろと活気が出てくるように、町外から見れば、住みよい町と映るよう

に、その延長上に町外に向けた整備があり、人口減少を食いとめさせる施策にもつながっ
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てくるというふうに私は考えております。

今回のデマンド交通は、これで終わりということではございません、これは出発点でご

ざいます。出発して改善点があれば直していく、議論をすることはもちろん大事なことで

ございますけれども、しかし、利用したいと思っている人には、早急に利用させてあげた

い。

スタートしても議論はできます。スタートすることにより、また本音が聞こえることも

ございます。そして改善されていくことで、よりよい交通システムができ上がっていくと

私は思っております。

特に、４月から始まる小学校の統合等にあわせての児童の利用も大変重要視されており

ます。また高齢者が町内集会へ気軽に参加できるなど、いろいろな利便性が高いと思って

おるところでございます。

私の考えの一端を述べさせていただきました。

○議長（岩佐康三君） 守谷貞明君。

○５番（守谷貞明君） それでは、引き続いて２回目の質問をさせていただきます。

ただいま、町長から大変ご丁寧にお答えいただきましたが、私が心配しているのは、町

長が、合併について、あと目標年数がどのぐらいかかるのかということは、公の場ではっ

きり物は言えないのはお立場上よくわかりますが、これは財政との関連がありまして、あ

る程度の目標年数を、見通しといいますか、それを立てて、財政の健全化、再建を我が利

根町はしていく必要があると思います。

なぜならば、先ほど来、利根町の財政が大変厳しいということは町長もお認めになって、

平成21年度以降は財政調整基金だけでは不足すると、そこで特定目的基金やその他の財源

を流用して補うんだというような予算編成のそういうお話までされているわけですよね。

ということは、平成21年度以降について、あと２年ということは、２年以内に合併できれ

ば、それほど財政的には苦しくない間に合併が調うなということになるわけですが、これ

が４年、５年かかったときに、利根町が自主の財源で政策ができるのか、編成ができるの

かということが非常に気になるわけで、そこで、人件費の問題もお伺いしてみたんですけ

れども。

町の財政というのは、項目ごとに一つずつ立てていくのが、それはそれで体系的に全体

を見てやることは大事なことですが、全体として削減だけをずっと続けていきますと、何

年も何年も削減ばかりやっていますと、ある意味で、職員にも、町民にも、町民に対する

サービスですとかいろいろな面が低下するおそれもありますし、余り節約、節約ばかり言

い続けていますと、職員の士気にも影響してくるのです。どうしても下を向いてしまうと

いうことが起こりやすいので、そこで僕は、トータルで財政を考えていったときに、片方

の車輪で税収をふやす努力、それが一番大事だろうと、活性化のための努力を今まで以上

に力を入れてやっていただきたい。
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デマンドバスという話、交通弱者、ほとんど路線バスもない、何もないよというところ

に、今回デマンド型のタクシーを導入すると。それはそれで私は一歩前進であろうとは思

います。しかし、ここらで思い切って、公共輸送機関の改善、利便性を図る大胆な行動、

ダイナミックな努力も必要じゃないかなと、そうしない限り人口は減り続けます。

住民の意向調査、町長、先ほどおっしゃいましたが、交通問題は大きいと、不便だとい

うことをやはり住民は感じているわけです。そのためには、大利根交通が自主的に決めた

料金であるということは私もそのとおりだと思っていますが、茨城県内でも、さまざまな

公共輸送機関の問題が起こりまして、住民が、何とか廃線をしないでくれと署名やったり

した鉄道がマスコミに、新聞に報道されていました。そこは町が助成金を出したりして何

とか、那珂湊の湊鉄道だとか、それから鹿島鉄道だとかいろいろありましたね。そういう

問題が、茨城県の中で、交通問題というのは県の大きな問題だと思うのですが。

我が利根町においてはやはり路線バスだと思うのです。この路線バスを何とかもっと利

便性が高く、昼間１時間に二、三本しか来ないというのは不便だし、もっと不便なところ

も昼間の時間帯は１時間に１本弱ちょっとしか来ないというところもあると聞いています

ので。だから昼間は大型バスじゃなくてもっと小さいのを、中型くらいを走らせるとか、

そういうさまざまなアイデアがあるのですが、財政的に大利根交通ができないとすれば、

利根町が思い切って財政補助をするというようなことを、僕はそろそろ視野に入れてもい

いんじゃないかと。

このお金は最終的には、使った税金は住民に還元されるんですよ。ただし、補助しても

住民が乗らなければこれは全く意味がないので。ですから、我々住民側も、便利だからと

いって自家用車ですべて、どこへ行くときもそれを使うというのはこれは、地球の温暖化、

北極の氷がどんどん溶けてしまって、３分の１になってしまったというショッキングな報

道もされています。海面上昇、さまざまな気象異常、そういう観点からもできるだけ自家

用車の使用を控えてもらう。そのためには、公共輸送機関が利便性がなければだれも使い

ません。最終的には、鶏が先か卵が先かということになってしまうのですが。

しかし、行政が率先して公共輸送機関の利便性のアップを図らなければ、住民には請願

するということしか残されていないのですよ。やはり行政が強力なリーダーシップを発揮

して、税金を使っても、この町の公共輸送機関を守るんだと、みんなの足を、住民の足を、

利便性を守るんだというかたい決意をもって、近い将来、そういう方向でぜひ取り組んで

いただきたいと思いますが、いかがですか。

○議長（岩佐康三君） 町長井原正光君。

〔町長井原正光君登壇〕

○町長（井原正光君） 今、いろいろお話を伺いました。確かに、合併の基準というのは

財政と関連があるように思います。ですが、この財政と関連があるということ自体が、先

ほどから申し上げましているように、相手からすれば、赤字だから私の方と合併したいの
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かというような言葉にもつながりかねないのです。ですからそのために、利根町としては、

まず財政健全化に取り組むというようなことでございます。

それでご指摘のように、財政健全化は、まず歳入があればいいわけなんですけれども、

その中で、先ほど言った税収には、これはもう法で決められていますからできませんけれ

ども、その他の収入ですね、それは何らかの方向で求めなければなりませんけれども。

利根町におきましては、ごらんのとおり田んぼなんです。ですから、農地を農地でなく、

転用といいますけれども、それをするのは非常に難しいのです。ですから、その難しさを

何とかクリアするためには、やはり町が積極的に土地改良事業や何かをやって、農家の方

から少しでも農地を提供していただいて、それで農地を集積した中で、それを町がお金を

出して利用させていただくという方向しかないのです。

ですから、そういう場を設けることによって、雇用の場が開けていくということだろう

と思います。人からの税金による税収というのはちょっと無理かなと、ですからそういう

ことによって法人税等を見込んでいくしかないというふうに考えます。

それから、バス等につきましては、企画財政の秋山の方から答弁させたいと思います。

○議長（岩佐康三君） 企画財政課長秋山幸男君。

〔企画財政課長秋山幸男君登壇〕

○企画財政課長（秋山幸男君） それでは、お答え申し上げます。

ただいまのご指摘でございますが、大利根交通バスのバス料金が高いというようなこと

で、財政的な助成をしたらどうかというお話かと思います。

公共料金の助成をしているところが近隣でございます。それは千葉県の北総鉄道でござ

いまして、印西市、白井市、本埜村、印旛村の４自治体で、北総鉄道の通学定期の購入者

に対しまして、一部助成を行っている事例がございます。ただし、この北総鉄道につきま

しては、通学定期代がほかの鉄道事業者の運賃と比較いたしまして約４倍ということで割

高になっているということでございまして、割引率を60％から70％に引き上げまして、高

校生、大学生を持つ家庭の負担を軽減するということで行っているというふうに聞いてお

ります。

一方、ただいまご指摘をいただきました大利根交通バスにつきましては、先ほど町長が

申し上げましたとおり、茨城県内のバス事業者の中では、下から２番目に安い運賃体系に

なっております。県内バス事業者の運賃、基準賃率というのがあるんですけれども、これ

を比較しますと、最高が41円10銭、最低が31円30銭で、平均が38円50銭になっております。

大利根バスにつきましては35円50銭ということで、平均以下というような設定で、利用の

運賃も安く設定をされております。

このようなことでございますので、著しく高い公共の運賃であれば、助成の対象として

考慮するということも可能であるというふうに認識してございますが、今回のバス料金に

つきましては、一般的に安い料金に設定されているということでございますので、先ほど
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町長の答弁にもございましたが、利用者の皆様方が積極的に活用いただきまして、公共交

通機関を守っていただくということが、まず一番最初にあるべきなのかなというふうに感

じております。

そういうことでございますので、バス料金への財政的な助成につきましては、現時点で

は考えておりません。

○議長（岩佐康三君） 守谷貞明君。

○５番（守谷貞明君） もう少し詳しくお伺いしたいと思いまして、これが最後の質問に

なります。

今のバスの問題、それから人口流出をとめてという話は、それはそれなりに理解できま

した。しかし、人口の減少と高齢化はとまらないですよね。このままの勢いで、今町長や

秋山課長のお話した程度の措置をしていくと、このままの状態だと、人口はまた減ってい

っちゃうわけですよ。高齢化は進んでいます。そこのところをどうとめるのかを、それを

私は一番心配しているわけです。

皆さんのご答弁を聞いていますと、それはわかっていると、でも具体的な施策がないの

ですよね。企業、工場誘致するとしても、立地条件、インフラ、それから広い空き地等々

いろいろな条件がありまして、これもなかなか難しいですね。そこから法人税をもらおう

と思っても、来てくれる企業が、右から左にはいはいとあればこれは苦労しないですが、

なかなかそうは簡単に企業誘致、工場誘致はできないと思うのですね。

僕は今、繰り返してしつこいようですが、利根町には優良な住宅地がまだまだあるんで

すよ、これをお金かけずに有効に活用することによって、新住民に来ていただいて、さっ

きも言ったように、この町のよさは何かというと、緑と太陽と水と人間関係のよさだとい

うことを、町長、住民意識調査の中でもおっしゃっていました。そのとおりです。本当に

すばらしい自然環境に恵まれています。そこで、清水の舞台から飛びおりるような一大覚

悟をもって、この住宅地の活性化につながる何らかの手を打たないと、例えばもえぎ野も

そうです、あそこもいっぱいあいていますよね、そこに新住民を誘致するための大胆な、

多少お金かかるかもわかりません。大利根交通そこまで引っ張っていってぜひやってくれ

と。

さっきは、戸数が680戸あって半数とならないと、ディベロッパーと、大利根交通の間

の話し合いではバスは乗り入れないのだと、そんなこと待っていたのでは遅いのですよ。

町が強力に働きかけて、場合によっては多少援助してでもいいから、そこにバスを乗り入

れさせて、そうして、たくさん不動産屋ありますから、そこにあそこの住宅を販売しても

らうようにしむけたらどうですか。我々だって、暇なときに銀座に行って旗持って行って

セールスマンやったって、僕はそのくらいの覚悟はできていますよ。利根町のためだった

らやってみようじゃないかと。何らかのアクションを起こさない限り、じり貧に終わって

しまうことを非常に恐れます。改めてもう一度お話をお伺いしたいと思います。
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○議長（岩佐康三君） 町長井原正光君。

〔町長井原正光君登壇〕

○町長（井原正光君） 人口減少、高齢化の食いとめる方策でございますが、今のところ

残念ながら私には持ち合わせておりませんけれども、町民の皆様方、あるいはいろいろな

関係方面とお話させていただきながら、町の振興策を考えていきたいというふうに思って

おります。大変これは大切なことでございますので、早急に取り組まさせていただきます。

また、この税対策というのは、土地利用というのは、１年、２年でできるものではない

のですね。ですから、ある程度長期的な考えでこの地をよくしていくというような方向で、

ですからその間をどうするかというふうなことで、一時的には、行政サービスが極端に低

下するかもわかりませんけれども、その次に来るものを何らか希望を持っていかないとい

けないのかなというふうに感じているところでございます。

ですから、守谷議員ではないのですけれども、質問の中でもお答えを申し上げましたよ

うに、さきに発表した計画というのは、大変赤字になる一方での、今現在での数字をただ

単にあらわして発表したものですから、合併についても、龍ケ崎市の方から、赤字だから

合併するんだろうと、うちの方を頼りにしているんだなと、そういう声が出るわけですか

ら、申し上げましたように、今後10年間の間に黒字に転換するような計画を今考えて、何

とか皆さん方にお示ししていきたいというふうに申し上げてきたところでございますので、

ご理解をいただきたいと思います。

それから、それを一時的に食いとめる方法としてのバス等の税金の投入でございますけ

れども、これは今ちょっとお聞きしましたら、平成15年、16年、この大利根バスについて

いろいろ検討したようでございます。そして、結局は、これは羽根野の方ではございませ

んけれども、乗らなかったと、乗る人がいなかったというようなことから、前町長は補助

金を出さなかったと。要は、平成17年の予算はゼロにしたというふうな経緯があるそうで

ございます。そういった経緯もあることから、税金の投入については慎重にならざるを得

ないというような感じがいたします。

特に、取手方面に乗り入れる、守谷議員の方のお客様というか住民の方にとりましては、

この補助金の出し方というのは非常に難しいと思うのですね。取手市民も途中から乗るわ

けですから、全体的なことに影響すると。今ちょっとお話したこの補助金をなくしたとい

うようなことは、布佐駅についての話のようでございます。布佐駅であれば、大体乗る人

が利根町民の方というふうなことで補助金も考えたかというふうに思っております。

以上のようなことでございますので、今後、ご指摘の点については、我々内部でも、ま

た外部の人たちの意見を踏まえて、いろいろ取りまとめてみたいというふうに思っていま

す。よろしくお願いします。

○議長（岩佐康三君） 守谷貞明君の質問が終わりました。

暫時休憩いたします。

－１６７－



午前１１時５７分休憩

午後 １時２０分開議

○議長（岩佐康三君） 休憩前に引き続き、会議を再開いたします。

７番通告者、２番髙木博文君。

〔２番髙木博文君登壇〕

○２番（髙木博文君） ７番通告、２番の髙木博文です。

私は、大きくは２点についてですが、具体的には数点質問をいたします。

まず第１は、定率減税縮小廃止及び税源移譲に伴う住民税等をめぐる諸問題についてで

す。具体的な質問としては、この間、２年間にわたって、定率減税の縮小廃止が強行され、

また所得税から住民税への税源移譲が行われたもとでの現状を伺いたいと思います。

具体的な１点目として、新規に住民税納税者になった人がおられるかどうかです。あれ

ばその数を教えていただきたいと思います。

二つ目には、定率減税廃止と税源移譲で、実質的に住民税が増税になった人の数とその

内容を具体的に、引き上げの割合等含めて教えていただきたいと思います。

３点目は、税源移譲で所得税減税になったにもかかわらず、所得が極端に減少、例えば、

リストラによる賃金引き下げあるいは解雇、さらには定年退職、そういうことでもってこ

の所得税減税の対象にならなかった人の実数と、それらの人たちへの経過措置があると思

われますが、その内容と関係者の周知について伺いたいと思います。

４点目、この定率減税と税源移譲による町民税、国保税、介護保険料の増収について具

体的に教えていただきたいと思います。

５点目でありますが、町の財政としては、国からの地方交付税等の削減などマイナス面

もありますが、住民が直接する住民税がふえたのは事実です。これらの住民負担増のもと

での税収増、収入増分について、住民のために活用すべきであると思いますが、その使途

を伺いたいと思います。

また、こうした増税負担増のもとで、税金の納入状況に変化はありましたか、滞納者や

窓口への問い合わせ等について、その特徴をお聞きしたいと思います。さらに、これらは

介護保険料等にも影響すると思われますが、その増収見込みとその使途について伺いたい

と思います。

大きな二つ目です。保健福祉センターとデイサービスの廃止問題についてお聞きします。

６月議会で、保健福祉センター統合条例案が否決されたにもかかわらず、町としては、

基本姿勢をかえないがまま今議会に対し、統合条例案を提出しています。そこでずばりお

聞きしますが、両センターの統合及び新しい介護予防サービス導入と、デイサービスの存

続が両立しない一番大きな理由は何ですか。また、利用者を含む関係者に、デイサービス

の廃止と今後について説明はするものの、意向を具体的に聞こうとしないのはなぜですか、
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特にデイサービスを職員とともに支えてきた臨時職員やボランティアの人たちの意見を積

極的に聞こうとしないのはなぜですか。さらにデイサービスにかかわってきたボランティ

アの人たちを、統合後の保健福祉センターでの活用を検討されているようですが、デイサ

ービスの存続等については十分意見も聞かないまま、その後の協力を期待するのは感情的

にも、現実的にも妥当であると思われますか。私には、余りにも虫がよすぎる身勝手さが

感じられます。

別途デイサービスの存続を求める請願署名が合計して約1,500名から提出されています。

その中には、利用者とその家族の大多数が参加しています。これらの人たちを含め、住民

の強い存続の要望がこの請願署名には込められています。統合や新しい介護予防制度の導

入とともに、何らかデイサービスの存続に向けた具体的な検討を行うべきと思いますが、

町長の改めてのお考えを伺いたいと思います。

以上をもって、第１回目の質問といたします。

○議長（岩佐康三君） 髙木博文君の質問に対する答弁を求めます。

町長井原正光君。

〔町長井原正光君登壇〕

○町長（井原正光君） それでは、髙木議員の質問にお答えをしてまいります。

まず18年度の税制改正の内容についてでございますが、確認の意味を含めまして、主な

改正点を申し上げたいと存じます。

まず平成18年度税制改正のうち、主な改正点としては次のようなものがございます。定

率減税が、これまで住民税では年税額の15％が低減されておりましたが、18年度からは、

7.5％に半減されており、19年度からは廃止されております。

２点目といたしましては、老年者控除の廃止で、これまで48万円が所得から控除されて

いましたが、平成18年度から廃止されております。

３点目に、公的年金控除の変更で、65歳以上の方の年金控除で、それまで年金収入140

万円までは非課税であったものが、平成18年度からは120万円に引き下げられました。

そのほかにも改正点は幾つかありますが、以上の３点が最も影響の大きい改正と思われ

ます。

これらの改正によりまして、本町でもいろいろと変化がございました。

それでは、まず１点目の定率減税の廃止、税源移譲により新規に住民税納税者となった

人の数はということでございまして、改正前の平成17年度と19年度を比較してどのぐらい

ふえたかとのご質問からお答えをしていきたいと思います。

まず、新規に納税者となるケースですが、一般的なケースといたしましては、前年度に

おいて、就職などにより93万円を超える収入があった方は、翌年６月からの住民税の課税

の対象となります。また、老年者控除により48万円の控除を受け、それまで税金が課税さ

れなかった方が、廃止されたことにより、18年度には新規に課税対象となった方もいらっ
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しゃいます。

平成17年度と平成18年度の均等割額の納税者数を比較いたしますと、8,381名から8,750

名と369名ほどふえております。この369名が新規納税者になるわけですが、これら納税者

となった方々の約８割の方が年金受給者であることが考えられることから、17年度と比較

して、老年者控除の廃止という税制改正により、新たに納税者となった方の人数と考えら

れるわけでございます。

次に、２点目の定率減税の廃止と税源移譲で、住民税が増税となった人の数及びその引

き上げ内容とのことでございますが、まず平成18年度は、定率減税がそのままの15％から

7.5％に半減しております。18年度には、定率減税の対象となる所得割がある方は7,988名

ほどおりまして、この方々が7.5％への減税半減による影響を受けていることになります。

この中には、平成17年度において所得割の税額があり、老年者控除の適用を受けた方は

659名ほど含まれておりますが、これらの納税者におかれましても、控除額が減り、課税

標準額が上がり、結果的には税額がふえていることとなります。

なお、定率減税の廃止により、税額は18年度において4,266万円の増額となっており、

19年度においても7.5％の減税がゼロとなったことにより、さらに4,200万円ほどの収入増

となる予定でしたが、19年度改正の所得税と住民税の人的控除額の差を埋める措置として

新設された調整控除により、約2,000万円ほど納税者への還元があり、おおむね2,200万円

の税収増となっております。

また、19年度課税分からは、所得割の税率構造が、３段階の超過累進税率から、所得の

多い少ないにかかわらず一律10％の課税に改正されました。これによりまして、税額計算

のもととなる課税標準額が、200万円以下の人は、これまで５％であった税率が10％に、

200万円から700万円の人はこれまでどおり10％に、そして700万円を超える人については、

13％であった税率が10％に改正されたわけでございます。

その改正理由といたしましては、税源移譲を行うに当たっては、住民１人当たりの税収

の高い自治体と低い自治体の格差を、比例税率にすることによりその格差を縮小させ、税

源の隔たりを抑制する意味での一律化の改正であるというふうに説明されておるところで

ございます。

ご質問の税源移譲により税額が増となった方の数は4,906人となってございます。また、

この改正により、19年度の町民税現年課税分当初調定額は９億6,181万7,000円で、18年度

７億7,139万円と比較いたしまして１億9,042万7,000円の増、24.7％増となっております。

次に、３点目の質問でございますが、これに19年度の税率、一律10％への税制改正につ

きまして、その説明の中で、住民税はふえるけれども、その分所得税は減るための増減は

差し引きゼロであるとの総務省の見解の中で、住民税は、昨年の所得に対し今年の６月か

ら課税しますが、所得税は、ことし１月から12月までの所得に対し、給与所得者であれば、

毎年給料から差し引かれ、その他の方は、来年の確定申告で課税調整されるところでござ
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います。

しかし、これは、今年も昨年並みの所得であった場合において所得税が引き下げられ、

１年間の所得税と住民税の額は、今回の改正があっても変わらないということが成り立つ

わけでございます。

平成19年６月の総務省からの通達によれば、対象となる方々は、今回、課税の税額で一

たん住民税を納めていただき、来年７月の段階で、改めて対象者から所得税が減る恩恵を

受けていない旨の申告をしていただきまして、その後、税額を税源移譲前の税率で再計算

し、その差額分をそれぞれ対象者に還元することになります。

ただし、これには条件があり、平成19年度分の収入が課税されない程度の方に限定され

るようですが、現時点ではまだ確定しておらず、今後の通達などを待って対応していきた

いと考えております。

ご質問では、これらの対象者の人数とのことでございますが、今年１年分の収入の状況

を、現時点では把握ができません。ですから、年明けに各会社から送付される給与所得、

給与支払い報告書、あるいは確定申告により初めて把握できるものと考えていますので、

現時点での実人数は把握できないということでございます。

次に、４点目の町民税増税の実態とのことでございますが、町民税関係につきましては、

ただいま申し上げましたところが三位一体の改革に伴う税源移譲の内容でございますし、

改正地方税法の一部でございます。総務省によりますと、今回の税源移譲による所得税、

住民税の配分による増減は、一般的な家族構成におけるモデルケースなどを参考に、前年

と比較して変わりがない、その差し引きはゼロであるというふうに見解が出されていると

ころでございます。

また、国保税への影響とのことですが、まず国保税の算定方法を申し上げますと、所得

割額、資産割額、均等割額、平等割額の４方式からなっておりまして、住民税増税によっ

て国保税への影響があるのではないかと思われるものが、そのうちの所得割額と思います。

そこで、所得割額の算定方法でございますが、世帯に属する被保険者、国保加入者の全

員ですね、の総所得金額から基礎控除を差し引いた所得金額に対して7.1％を掛けて算出

しております。このように所得割額は住民税の税額に税率を掛けておりませんので、定率

減税縮小廃止及び税源移譲に伴う国保税への影響はないと思われます。

次に、介護保険料への影響についてでございますが、まず介護保険料の算定についてご

説明いたします。

65歳以上の第１号被保険者の介護保険料額の算定につきましては、本町におきましては、

所得段階によりまして６段階に区分されております。この所得段階区分の分け方につきま

しては、被保険者本人または同一世帯の住民税課税の有無及び前年中の所得額によって区

分されています。このことの税源移譲に伴う定率減税の廃止の影響を受ける方は、もとも

との住民税課税者ということになりますので、定率減税が廃止されたことにより、被保険
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者本人や世帯員のうち、今まで住民税非課税だった方がいきなり課税者となるというよう

なことはありませんので、定率減税の廃止により、介護保険料の所得段階が変わることは

ありませんので影響はございません。また、もともと住民税が課税されていた方も、定率

減税が廃止されたことによって所得額がふえることにはなりませんので、介護保険料の所

得段階区分には影響ございません。

次に、住民税の負担増のもとでの税収増であることから、増収分を住民のために活用す

べきとのことでございますが、今回の税制改正で住民税は増税となりますが、しかし、住

民税を含む町税全体や地方交付税など一般財源の総額からとらえますと、財源確保は非常

に厳しい状況にあります。

なお、町税の収入額は、地方交付税の基準財政収入額との相関関係にありますことから、

税収が伸びて収入が増加することは、一方で地方交付税が減額されることになります。

このようなことから、本町の一般財源確保は非常に厳しい状況に変わりないので、増収

分については、使途を特定せずに一般財源として取り扱っているところでございます。

次に、２点目の住民税、国保税の納入状況、滞納者への具体的な対応はとのご質問でご

ざいますが、まず住民税につきましては、平成18年度調定額が９億1,400万5,000円に対し

て収入済額が８億6,281万1,000円で、収納率は94.4％となっております。また不納欠損額

が462万4,000円で、平成19年度への繰越額は4,657万円となっております。

これら滞納者への対応としては、まずそれぞれ納期限を20日以内に督促状を発していま

すが、それでも納付がなく、次年度に繰り越したものには催告状を発し、それでもなお納

付がないもの、連絡のとれないものに対しては、自宅あるいは勤務先等に職員が訪問する

などして納税交渉に当たっているところでございます。

その結果、完納の見通しの立たないものに対しては財産を差し押さえるなどとし、厳し

く対処をしていきます。また平成18年度から、管理職職員全員による滞納整理も実施して

いるところでございます。

次に、国保税についてですが、国保税の納入状況につきましては、国保税の現年課税分

の収納率は、平成17年度が93.73％で、平成18年度が93.62％となっておりまして、0.11％

収納率が下がっております。

国保税の滞納者への具体的な対応でございますが、通常、保険証の更新時期には、被保

険者証を郵送交付しておりますが、滞納者につきましては、納付を促進するために、納税

相談を実施した上で、窓口で直接被保険者証を交付しております。

また、国保税の納付期限を過ぎましても保険税を納めないでいますと、その都度、督促

や催告を行い、納税相談も行っております。過年度分の滞納者につきましては、有効期限

の短い短期被保険者証が発行されます。１年間滞納が続く場合には、資格証明書が交付さ

れます。これは国保の被保険者であることを示す証明書としての役割のみで、保険証のよ

うな役割はありませんので10割納めていただくことになります。
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このようなことから、滞納者の相談の内容によりましては、納税の意思はありますが、

いろいろな事情によって保険税が納められない方につきましては、資格証明書だけでなく

短期被保険者証を発行しているところでございます。

次に、介護保険料の増収とその使途についてということでございますが、まず初めに、

介護保険料につきまして説明申し上げます。

介護保険料の算出基礎は、３年ごとに市町村によって策定される介護保険事業計画に基

づき、今後３年間のその市町村における介護サービス利用料を推計し、それに対して必要

と思われる介護サービス給付費の総費用額を算出して、その総費用額のうち、第１号被保

険者の負担割合19％を、その市町村の介護保険の資格を持つ65歳以上の被保険者の人数で

割り、保険料の基礎額を定めております。

本町におきましては、介護保険制度が施行された第１期、平成12年から平成14年におけ

る介護保険料基準月額は2,433円でしたが、第２期、平成15年から平成17年度には2,890円

となり、現在の第３期、平成18年から20年度では3,827円と、３年ごとに増加をしている

状況でございます。これは、急速に進む高齢化によりまして、介護保険被保険者の増加に

伴い、要介護認定者数が増加し介護サービス利用量が年々増加しているため、給付費が増

大し、介護保険料へとはね返ってきているものでございます。

この65歳以上の方々から徴収している介護保険料は、要介護認定を受けた利用者が、実

際に介護サービスを利用した際にかかる費用の総額のうち19％分を負担しており、残る81

％のうち50％が国、県、町の公費で負担し、31％が40歳、64歳の第２号被保険者が負担し

ているところでございます。

参考までに申し上げますと、第２期事業計画、平成15年から平成17年度の介護サービス

給付費の総額は約19億7,400万円でございます。それに対する第１号被保険者の介護保険

料の負担割合18％相当額は約３億5,500万円となります。この期間の当町においての第１

号被保険者、65歳以上の方々から徴収した介護保険料の総額は約３億7,100万円、これは

徴収率97.55％となっております。

以上のとおり、介護サービス給付費に対する第１号被保険者の介護保険料の負担割合18

％、約３億5,500万円に対し、介護保険料の収入額は約３億7,100万円でございますので、

第２期事業計画におきましては約1,600万円が余剰金となり、介護保険特別会計給付費準

備基金へ積み立てております。

今後も、高齢化が進み、また町内に新たな介護施設も建設されることが予想されており、

介護サービスの利用料はさらにふえ続けるものと思われますので、この余剰金につきまし

ては、将来の赤字補てんの財源として充当していきたいと考えております。

次に、２番目の保健福祉センター統合とデイサービスの廃止問題についてでございます。

まず１点目の両センターの統合及び新しい介護予防サービス導入と、デイサービスの存

続が両立しない一番大きな理由は何かということでございますが、まず議員にご認識いた
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だきたいのは、統合と福祉センターのデイサービスの廃止はまるっきり別のものであると

いうことでございます。今回統合するのは、議員のご質問にもある介護予防事業を初めと

した健康づくり事業や、生活習慣予防事業を充実させ、町民の皆様が、自立した生活が長

く送れるよう、そのことが医療費の適正化や介護保険給付費の抑制につながるよう、保健

と福祉施策を一本化し、効率的に行政運営するためのものであります。また、平成20年度

の医療制度改正により、特定検診や特定保健指導をスムーズに行えるよう体制の整備が必

要になったためであります。

一方、デイサービスの廃止につきましては、ご承知のとおり介護保険制度の導入後、町

内を初め近隣市町村にも民間のデイサービス事業が多数設置され、町が直接事業を提供し

なくても利用者に不便を来すおそれはなくなったため、この事業については民間事業所に

全面的にお任せしたいと考えているためでございます。つまり、税金を投入して民間の業

を圧迫させないというようなことでございます。

今後も、町といたしましては厳しい財政状況の中、住民サービスの低下を招かないため

にも、民間でできることは民間に任せ、町が行わなければならない事業は積極的に行って

まいりたいと考えております。

次に、２点目の、利用者を含む関係者等にデイサービスの廃止と今後について説明はす

るものの、意見を聞こうとしないのはなぜかということでございますが。このことについ

てはさきの質問に答弁したとおり、介護予防事業等の充実及びデイサービスの廃止につい

て説明しております。その際ご意見はいただいております。そのご意見は、なれた場所で

もあり、スタッフが親切でこれ以上によい場所がないので、引き続き運営をしてほしいと

の内容が多かったというふうに伺っておるところでございます。

しかしながら、町としては、先ほども申し上げましたが、厳しい財政状況の中、住民サ

ービスの低下を招かないのであれば、民間でできることは民間に任せ、町が行わなければ

ならない事業を積極的に行ってまいりたいと考えております。このため、デイサービスに

ついても民間事業所に任せていきたいと考えております。

今後は、利用者の方々が民間事業所にスムーズに移行できるよう支援するとともに、事

業所に対しても、今以上に利用者の声を反映させるように働きをかけ、介護サービスの向

上が図られるよう努めてまいりたいと思います。

それと、デイサービスの臨時職員、ボランティアの人たちの意見を聞かないのかという

ことでございますが、このデイサービスの臨時職員、これはパート職員でございます。臨

時職員ではございません。ですが、議員がおっしゃるとおり、デイサービス事業において

は、ボランティアの皆様にご協力をいただきまして今日までに事業を行い、利用者の皆様

に大変喜んでいただいているところでございます。本当に心から感謝申し上げます。

しかしながら、今回町といたしまして、デイサービス事業につきましては民間事業にお

任せするとの方針で考えておりますので、一方的に廃止をするように思われるとは思いま
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すが、先ほどから申し上げておりますとおり、厳しい財政状況の中、住民サービスの低下

を招かないためにも、民間でできることは民間に任せ、町が行わなければならない事業を

積極的に行ってまいりますので、この点をご理解いただければと考えております。

またデイサービスにかかわってきたボランティアの活用を検討しているが、十分意見を

聞かないままで、その後の協力を期待するのはどうかということでございますが、今後の

行政運営を考えますと、議員もご承知のように、再三申し上げているとおり、厳しい財政

状況の中で、行政のみでは住民サービスを提供するのは限界がございます。ボランティア

を初めとした住民の皆様のご協力が必要不可欠であります。今後も積極的に社会福祉協議

会と協力をし合いながら、ボランティアの育成をして、各種まちづくりへの参加をしてい

ただけるよう、行政と住民のパートナーシップの構築を強めていきたいと考えております。

そこで、議員ご質問の、今回デイサービスのお手伝いをしていただいているボランティ

アから意見を聞かないで、今後協力をいただけるのかということでございますが、再三申

し上げておりますように、町の財政状況や事業方針等をご理解いただき、引き続き事業の

中でご協力をいただけるようにお願いしていきたいと考えております。

最後に、３点目のご質問で、利用者、住民の強い存続の要望に対して何らか存続に向け

た検討を行うべきと思うがということでございますが、このことにつきましては、先ほど

から何度も申し上げておりますとおり、大変厳しい財政状況の中で、住民サービスの低下

を招かないためにも、民間にできることは民間に任せ、町が行わなければならない事業を

積極的に行ってまいりますので、デイサービスの事業については民間事業者に全面お任せ

したいと考えております。

今後は、利用者の方々が、民間事業へスムーズに移行できるよう支援するとともに、事

業所に対しても、今以上に利用者の声を反映させるよう働きかけ、介護サービスの向上が

図られるよう努め、町民の介護サービスの低下を招かないよう十分配慮していきたいと考

えております。以上でございます。

○議長（岩佐康三君） 髙木博文君。

○２番（髙木博文君） ただいま町長からの答弁がありましたが、引き続き２回目の質問

を行います。

ただいまの答弁で明らかなように、今回の二つの税制度の変更で、住民の増税負担増は

明確です。もちろんその増収分がすべて町の財政の上でプラスにならないのも事実であり

ますけれども、それは国と自治体との関係で論ずるべきであり、増税となった住民にとっ

ては、増税分を何らか目に見える形で返してほしい、このように考えるのが当然ではない

でしょうか。

昨日来、この町における徴収率の問題はいろいろ論議されております。そういう意味で

いえば、職員の努力のもとにおいて、非常に茨城県の中でも町民税等の徴収率は高い、ま

た実質歳計比率においても、過日発表された中においては44自治体の中で21番目、こうい
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うぐあいに町のさまざまな努力はありながらも、今自治体がなかなか財政が厳しいという

のは、これは国との関係で、町が関係市町村と一緒になってもっと県に物を言い、県は国

に物を言い、やはり国と地方自治体との関係で、この問題は、はっきりとさせていくべき

ではないでしょうか。

さきの参議院選挙では、こうした住民の不満が国民の怒りとなって、政権与党に厳しい

審判が下された。今、貧困等格差の拡大が問題になっておりますけれども、その原因をつ

くり出しているのは国の政治であります。それだけに住民の福祉と暮らしを守る自治体の

役割が求められています。

私は、今回、デイサービスの存続を求める請願署名で、ある地域を、従来のつながりに

関係なく訪問し、署名をとってきたわけでありますけれども、その中では、多くの人が、

自治体の財政が厳しいということは十分承知しつつも、税金やいろいろな負担が厳しい、

税金等が本当に住民のために使われているのか、もっと見える形で示してほしいし、利根

町も確実に高齢化する、こうした福祉の問題、施策をもっと充実してほしい、このことを

切実に求めていました。

住民の足の問題については、補正予算審議の中で、デマンド型タクシー等を入れるとい

うようなことも含め、何がしか一歩前進したというぐあいに思いますけれども、その一方

で、入浴サービスやデイサービスは縮小、廃止、こうした福祉介護施策の後退に不安を住

民は感じております。

また、少子化が茨城県で最も進んでいるにもかかわらず、わずか15万8,000円の中学生

の自転車通学のヘルメット購入補助金のカットなど、こうした部分でも後退が見られます。

私どもは、近隣自治体でやっているかどうかは関係なく、子供の安全のために、またお

年寄りに喜ばれるために、必要ならばこうした制度措置は継続すべきだというぐあいに思

いますし、住民税の増税は必然的に他の負担にも影響します。制度の変更で、住民に負担

増を強いるならば、自治体として何らか住民に対し、目に見える形で誠意を示すべきであ

ります。

私が主張している事柄はごく一部であります。職員の皆さんが英知を結集し、住民が安

心して生活できる利根町をつくっていただきたい、このように考えております。

また、先ほどの説明の中で、所得税から住民税への税源移譲のもとで、極端に収入が減

少した人の対応については、来年６月を目途とする形での本年度の所得税を含めての確定

申告でもって対応する、またこのことについては、ことしの「広報とね６月号」で、その

ことを住民に周知しているのは承知しておりますけれども、いずれにしても、これらは本

人からの申告に基づいて対処していくということを考えてみるとき、引き続き関係者に対

し周知の徹底を図っていただきたい、このことを要望したいと思います。

いま一つの大きな問題、デイサービスの存続についてです。

町長の先ほどの答弁では、統合の問題とデイサービスの廃止は別物なんだと、デイサー
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ビスは民間でやっているから、これはもう民間にゆだねるという形で町としては廃止をす

るということでおっしゃっているわけですけれども、たまたまこの時期、二つのセンター

の統合というのと軌を一にして出されてきている、私どもあるいは多くの住民は、やはり

それを関連して考えているかと思います。

確かに、町内に三つの民間施設があり、74名の収容枠を持っている、さらに来年はまた

もう一つできる、近隣自治体で18施設受け入れの施設があるということも説明ありました

けれども、今までもそういう状況にあるにもかかわらず、なぜ町のデイサービスの利用者

がそこに移らなかったのか、やはりここをしっかり受けとめてほしいと思います。

町が利用者から聞いた意見を、先ほど一部は先ほど町長も述べられておりました。私は

こうした介護の問題というのは、まさに人と人との関係が基本になっているというぐあい

に思います。民間施設の場合、収容枠があるとはいえ、実際に、そこで入った方々に対し

てどの程度のサービスがやられるのか、民間は利益を上げるのが究極の目的になるわけで

す。恐らく利用する人員に対して職員の配置等については、少なくとも今の町のデイサー

ビスをサービス基準として大きく下回ることは予想される、そうしたものを経験や本能的

に感じている利用者の中からの今の現状が示されていると思います。

コムスンの問題を見るまでもなく、日本の介護保険制度、介護報酬には、まだまだ不十

分さがあります。民間事業者いろいろ努力はしていると思いますけれども、なかなかそこ

に行き届かない。そうした中でああいう不正が生れたり、また、利根町のこのデイサービ

スを利用している人たちも、民間よりは町のデイサービスに何としても存続し、そこを利

用したいということを述べているのもそういう事情だと思います。

私は確かに、民間の事業を圧迫するというのは、本来の自治体の役割ではないと思いま

す。しかし、利根町でそういうデイサービスが行われているもとで、この利根町において

そういう事業を開設したということを考えるならば、そうしたリスクは当然当初から考え

ていたのではないでしょうか。

やはり公務として、民間に対する一つのお手本を示すという意味からも、住民が求めて

いるこうしたデイサービス、必要ならばこれは存続していく。財政的な問題については、

全員協議会での説明、６月議会の説明、ここには相違はありますけれども、百歩譲って

考えても、福祉センターの維持費におけるデイサービス関係の人件費を含む持ち出しは約

1,000万円ぐらいというぐあいに聞いておりますけれども、しかし、これは現在の福祉セ

ンターの事業を維持する上では、このデイサービスをやめたとしてもその持ち出し分が減

るというわけでは決してないわけですから、私は、住民がこれだけ切望しているこのデイ

サービスについては、何らか残す方向で具体的な検討をするのが妥当かと思います。

しかし、町長の方は、統合とは別問題としてこの廃止を、民間施設との関係で考えてい

るから、今やそれを検討する余地はない、いかにスムーズに民間の方へ移っていただくか、

そのことのみを考えておられるようでありますけれども、今利根町が人口が減少している、
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そういう中でいかに魅力ある町にするかということを考えてみた場合、高齢者に優しい利

根町というのもまた一つの要素になってくるかと思います。そういう意味では、再度この

ことについては検討をお願いしたいというぐあいに思います。

○議長（岩佐康三君） 町長井原正光君。

〔町長井原正光君登壇〕

○町長（井原正光君） いろいろ髙木議員のお考えお聞きしたところでございますが、こ

のデイサービスにつきましては、民間が業としてやっておりますので、民間と競合した形

での行政は行わない、これは基本でございますので。まして、民間を圧迫するような形で

の税金の投入はしないというような基本の姿勢で今後もいきたいというふうに思っており

ます。ご理解いただきたいと思います。

それから、今、何を聞こうとしているのだか、問題点がちょっと薄れてわからないので

すけれども、何かいろいろ指摘したみたいなんだけれども、どうなんですかというような

質問の形じゃなかったもので、担当から答弁させます。

○議長（岩佐康三君） 健康福祉課長師岡昌巳君。

〔健康福祉課長師岡昌巳君登壇〕

○健康福祉課長（師岡昌巳君） それでは、ただいまご質問のありました、民間における

人的な問題というようなこともおっしゃられたかと思うのですが、これは介護保険制度に

よりまして、最低限の人的配置というのが基準で決まっておりますので、どこの施設でも

同じ介護員、または看護師等が配置されていると思います。

それから、介護保険制度が始まりました12年度におきましては、当時、ほかにはなかっ

たということで、町としてもこの事業を、それまでデイサービスということで、介護保険

制度のもとではなかったんですがやっていたということで、継続して事業所の認可を受け

たということでございます。

今後、医療制度改革によります特定健診あるいは特定保健指導が導入されるわけでござ

いますが、この制度におきましては、保健師しかできないということで、現在の福祉セン

ターにおける業務をやっていたのではできないということで、保健師の限られた人数の中

で今後やっていくためにも、デイサービスは民間に移行したいということでございます。

これまで、何回か説明会ということで、先ほども言いましたように、意見等は聞いてご

ざいますが、町としては、町の基本方針ということで説明会をさせていただきました。８

月の２日、３日、町におきまして、３日は午前、午後と２回、３回ほど利用者、または家

族の方を対象に説明をさせていただきました。先ほど町長も言いましたように、大変行き

なれた場所で、残してほしいというような意見が多かったと思います。

それから、またその後、８月６日、７日、８日、10日と福祉センターのデイサービス利

用者等につきまして、個別あるいは集団で説明等を実施しております。その中でも、ある

程度町の状況はわかったと一部理解していただける方も何名かおりましたが、できるなら
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ば最後に、継続してほしいというような意見が多数だったかと思います。

それから、８月29日なんですが、町内の３事業者の施設長に来ていただきまして、福祉

センターにおいて、町の状況あるいは今後デイサービスを民間に移行した場合の、いろい

ろな皆様から寄せられました意見等につきまして施設の方へ要望してございます。若干言

いますと、ボランティアの受け入れ態勢、あるいは利用者への注意事項等、そういったこ

とを要望してございます。

また、今後は定期的に、町の介護相談員という相談員がおりまして、定期的にデイサー

ビスの内容、あるいは利用者の意見を聞いて指導していくというようなことで、事業者の

施設長等にご説明しております。

○議長（岩佐康三君） 髙木博文君。

○２番（髙木博文君） 最後の質問になります。

先ほど私が主張したことが具体的な質問になっていないということで、理解しにくかっ

たようなご発言がありましたけれども。住民税の増税との関係で言わせていただくならば、

総額１億9,042万円の増にはなっていると、もちろん地方交付税等が大きく削減されるも

とで、町税全体では厳しさは全く変わらない、だから一般財源としてこれは使っていくと

いうお話であったわけです。だからこそ、私は、住民の生活に身近な要求課題に対して、

今回、住民の増税が明確なわけであるから、町はもっと予算を使うべきだという立場から

二、三、入浴サービスとか、デイサービスとか、あるいはヘルメットの問題とか、こうい

ったものを例に挙げながら申し上げたわけであります。

だから他の分野も含めて、増税になった分、少なくとも住民が負担増になった分につい

ては、町は、確かに国との事情があったり、あるいは入ってくるお金の使い方、予算のつ

くり方は町自身の責任でありますけれども、そういう住民の気分、感情を踏まえて使うべ

きではないかということを主張したかったわけであります。このことについて、ひとつお

答えをいただきたい。

それから、デイサービスの問題についてでありますが、確かに、介護保険制度のもとで

そうした民間における介護サービスも行われているわけです。サービスの最低の基準とか、

あるいは料金、これは共通しているのは私も承知はしております。しかしながら、そのサ

ービスの内容を見るとき、民間の今日の経営状況等は、そこにおける職員の労働条件等に、

人員の上でも、労働時間の上でも、ひいてはそれが利用者に対するサービスの中身にも反

映していると。そういったところが、今日まで75名の枠がありながら半分程度しかこの町

においても利用されていない、あるいはその他の民間施設等を聞いて見ましても、働いて

いる職員そのものがなかなか定着しない。これはマスコミ等を通じても、１年以内にどれ

だけの人数がやめるのかと、やめる理由は何かということなども発表されておりますが、

これは町のデイサービスとは違う実態があると、そこに私はおのずからサービスにも反映

されるんではないかというぐあいに思っております。それをカバーしているのは多分、町
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の場合には、ボランティアの方々の献身的な努力がそれをつくっているんだろうというぐ

あいに思います。

今、健康福祉課長のお話では、町内３カ所の施設の関係者とも、ボランティアの受け入

れも含めて相談はしたということでありますけれども、そうであっても、客観的な事実と

して、62年以降続いてきた利根町のデイサービスと、その後につくられた民間の施設との

間において、そういう違いがあるのは事実ですし、利用者は、私たちが聞く限りは、何と

か存続してほしいと。はっきり言って余り物わかりのいい、先ほど福祉課長は、最後には

と遠慮しいしいみたいな形で言われたようなニュアンスでお話があったわけですけれども、

もっと積極的に何とか残してほしいと、もしここがなくなれば、もう自分はよそには行き

たくはないということまで言い出しているような状況も聞いております。

昭和62年６月にスタートをし、その後に介護保険制度ができた。できた中においても、

なおかつここを利用し、そういう思いの人たちが今この存続を求めているということであ

るなら、私は何らかそれを受け入れる改めての検討があってしかるべきかと思います。そ

のことを含めて最後に答弁お願いしたいと思います。

○議長（岩佐康三君） 町長井原正光君。

〔町長井原正光君登壇〕

○町長（井原正光君） それでは、お答えいたします。

増税分を一般財源として使途をしているということについて、増税分については、その

気分的な面あるいは納めた人のその感情的な面から、いろいろな何といいますか、福祉面

に使うべきじゃないかというようなご指摘かと思います。

しかしながら、税は増税いたしても、この行政内の一般経費といいますか、経常経費と

いいます、これはすべて同じなのです。ですから、臨時的なものというのは、はっきりい

ってないのです。ご承知のように、経常収支比率99％ですから、50億円で5,000万円です

から。だから5,000万円はある程度、余裕があるといっては何なのですが、臨時的なもの

を含め、災害的なものも含めた中で、使途が可能だということでございますけれども、や

はりこの１％というのは生活関連の、日常的我々町民が住んでいる中での道路補修等、こ

れ全部直さないというわけにはまいりませんので、この辺に日常的に使われるというよう

なことで、その増税分をはっきりした形に、何々に使うということは、現在のところ不可

能でございますので、ご理解いただきたいと思います。

それから、あと課長に答弁させます。

○議長（岩佐康三君） 健康福祉課長師岡昌巳君。

〔健康福祉課長師岡昌巳君登壇〕

○健康福祉課長（師岡昌巳君） それでは、お答えいたします。

民間のサービス内容、労働条件等が大変厳しいというような、私もテレビ等で見ており

ます。二、三年でやめていく方が30％とかそういった形で、現在の福祉サービスの施設に

－１８０－



おいては、やめていく方が多いと。こういった労働条件の見直しを含めて、また今後介護

保険の方も見直しがされていくのではないかと考えております。

また、施設におきましても、コムスンの件ではありませんが、営業者と事業者と現場で

働いている方というのは全然違いまして、例えば利根町の中でもコムスンのサービスを使

っている方が大変おります。そういった方は、ホームヘルパーさん等、今の方が来なくな

ると、変わると困るというような話も聞いております。

そういったことで、町内の施設におきましても、今後、町のデイサービスを目標として、

やっていきたいというようなことも話されておりますので、今後は、施設へ、民間へスム

ーズに、現在の福祉センターのデイサービス利用者が移行できるように、町としてもフォ

ローしていきたいと。またその後につきましても、よく指導等を徹底していきたいと考え

ております。

先ほどから、町長、何度も言っておりますように、財政大変厳しい中、民間に移行でき

るものは積極的に民間に移行するということでご理解いただきたいと思います。

○議長（岩佐康三君） 髙木博文君の質問が終わりました。

暫時休憩いたします。

午後２時２１分休憩

午後２時３０分開議

○議長（岩佐康三君） 休憩前に引き続き、会議を再開いたします。

８番通告者、４番白旗 修君。

〔４番白旗 修君登壇〕

○８番（白旗 修君） ８番通告、４番白旗 修でございます。

通告順に従いまして、質問をさせていただきます。

大きく四つの質問がございます。１番目は、町長はなぜ公約違反の責任をとらないのか。

２番目は、再び問う町長の言う住民による行政とは。３番目は、行政改革懇談会について

問う。４番目は、行財政改革に新たな発想と方法が必要ではないか。この４点でございま

す。

まず、１番目でございますが、先ほど、本日朝一番の能登議員の発言に、私は、新説と

いうか珍説が出てきたということで、これは大変なことだと思いました。能登議員の朝の

説明によりますと、選挙公約に記載されていない、２年後に合併ができてもできなくても

私はやめると町長が言われたことは、熱意の結果出てきた言葉であって、公約ではないと

定義をいたしました。私は、これは大変な、一般の国民の常識あるいは良識と違うのでは

ないかと思います。

小沢さんをとるか、私をとるかと言って、参議院選挙を戦って負けた総理大臣が、その

まま続投を宣言してしまいました。その結果、国民はどういう反応を示したでしょうか。
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おかしいとみんなが思ったわけであります。それと全く同じことでございまして、選挙の

公約として、書いてあろうとなかろうと、話し言葉で言おうと、書き言葉で言おうと、公

の場で言ったことは非常に重要な責任を伴うものでございます。

政治家は言葉が命と言われます。そのことを全く無視したような能登議員の新説といい

ますか珍説というのは、私は想像を絶する考えられないことでございます。私はそれは違

う、そういう意味で１番目の質問をいたします。

町長は、平成19年３月まで龍ケ崎市との合併が実現できなければ町長の職を退くという

公約をしております。しかし、今なお辞任していないということは、住民を無視して愚弄

している行為ではないでしょうか。

町長は、本年４月の統一地方選挙、あるいは７月の参議院選挙の時期に、改めて住民の

信を問うべきであったと私は思います。遅きに失したとは思いますが、今からでも、みず

から辞任し住民の信を問うというのが筋ではないでしょうか。

２番目、再び、町長の言う住民による行政とは何かをお聞きしたいのであります。

６月議会で、私はこの質問をいたしました。町長は、地区懇談会により住民の意見を町

政に反映させるという趣旨の答弁を行っております。しかし、地区懇談会は、従来の行政

懇談会と同様、ほぼ意見を聞きおくだけという形で終わっております。

過去２年間で、住民の意見を政策にどう反映させたのか私にはわかりません。改めて、

町長が言う住民による行政というのは具体的にどういう施策をやってこられたのか、また

どういう考えなのか、中身をお聞きしたいと思います。

３番目、行政改革の懇談会というものが今年度発足しております。この５月に発足した

行革の懇談会ですが、庁内の行革活動がその前から行われておりますが、それとの関係は

どうなっているのか。あるいはその行革懇談会の委員の人選はどうなっているのか、どう

なされたのか。さらに行革懇談会の目的、活動の内容、そして、まだ成果は出ていないか

もしれませんが、どのような成果を目指そうとしているのかをお聞きしたいと思います。

４番目は、この行財政改革は、利根町にとって、また多くの市町村もそうですけれども、

非常に現在重要なことでございますが、これまでの改革は、町長主導で庁内職員のみで行

ってきました。このため、私から見ますと、財政削減策も不十分でありますし、有効な歳

入の増収策、特に歳入の増収策というものは、ほとんどないといってよいと思います。

私は、従来から、行政の政策立案に住民を参加させることを求めてまいりました。これ

までの反省に立ち、今後の改革に住民が参加する体制をとることを私は望みます。

時あたかも、昨年度の決算が終了し、来年度予算の編成時期にかかろうとしております。

この時期に、昨年度の事業評価と来年度予算の編成過程に、住民として議員を入れて検討

することを提案したいと思います。これについての町長のお考えを伺いたいと思います。

以上です。

○議長（岩佐康三君） 白旗 修君の質問に対する答弁を求めます。
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町長井原正光君。

〔町長井原正光君登壇〕

○町長（井原正光君） それでは、白旗議員の質問にお答えをしたいと思います。

私の公約の最も重要な部分は、合併を実現させることであります。町民の皆様もそれを

信じてくれたものと考えております。

県の合併推進審議会より素案として今回出された構想対象市町村の組み合わせが、龍ケ

崎市、利根町と県内で唯一示されました。これからが合併の実現の中で一番重要な時期で

あると考えております。ここで、私はすべてを白紙にして逃げることはできません。ご批

判はあるでしょうが、合併の目途がつくまで全力で取り組む所存でございます。

白旗議員の質問を聞いておりますと、私から言うことではなく、議員の皆さん方が後で

議論すべきことでしょうけれども、議員個人の発言に対して批判している、これは余りよ

ろしくないことだというふうに私は思っております。人それぞれ、議員はそれぞれの意見

を持っておるわけですから、普通、一般質問は一般質問としてその人の自由な意見をして

これは当然だというふうに私は思っております。

それから、４月の統一選挙等でやめるべきだというような話もございますけれども、さ

きの４月の統一選挙には、議員もみずから立候補して今議員となられておるわけですから、

私の辞任について、そのときに選挙民に問うこともできたかなというふうに思っておると

ころでございまして、私同様、じゃ遅きに失したかなという感じもいたさないわけではご

ざいません。

それから、住民を無視し愚弄した行為だと、大変厳しい言葉でありますが、私は、住民

を無視した、またそういうふうに考えたことは一度もございません。常に住民を見据えた

中で、合併実現に向けて努力をしているところでございます。今のところ、議員と同じ考

えを持つ意見がまだ私の方へは届いておりません。

私は、水道の件にいたしましてもそうでございますけれども、第一に住民のことを考え

て行政をやっているつもりであります。生活が少しでも楽になるように、住民の負担の増

につながらないようにということで進めているところでございます。

今回の市との合併につきましては、合併基本計画が中止されたときも、市長の考えは、

先ほども申し上げましたけれども、市長の態度というのは、この利根町を気遣い、首長が

かわればいつでも早い時期に合併が実現できる可能性を示唆した言葉で締めくくっている

ところでございます。公式に、非公式に、そのような言葉は、私の耳に残っておるところ

でございます。議員もその点は既にご承知かと思います。

ですから、この合併には少し時間がかかると。一度壊れたものをもとに戻す、これは大

変なことでございまして、壊れたことによって、相手も大分以前と変わってまいりまして、

何かどこかちがうなというふうに今感じているところでございます。

市長は、今回、合併審議会の委員となりましたけれども、市長会長として、また龍ケ崎
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市長として、いろいろその分けて発言をされておるようでございます。私には、理解でき

ない一つであるというふうなことでございます。

もう一つ、理解できないのは、議員が言う、賛成か反対かわからない、賛成であって反

対の内容を述べる、それがどうももう一つわからない点でございまして、やはり議員はは

っきりさせるべきだと、どちらかに回り言うべきだというふうに私は感じておるところで

ございます。

次に、住民による行政とは何かとのことでございますが、行政としては、地区懇談会を

まず開いて、その中で住民の皆様に町の重要な政策の内容についてご説明を申し上げ、そ

して、その政策などについて住民の皆様方と意見の交換を行ってきたわけでございます。

また、住民の皆様が日ごろ思っている町に対するご意見、ご提言をお聞きいたしました。

それを参考として、行政運営に生かしていくことが重要であるというふうに感じておりま

す。広く住民の皆様のご意見を吸い上げてやっていくことは、私は大変大切なことだと、

重要なことだというふうに感じております。

また、改まった場での意見の交換だけではなく、日常的な会話の中に、重要な視点、問

題を見つけることができる場合もございます。住民の皆様と情報を共有することで、さま

ざまなご意見を提言していただけるものと考えております。

議員は、先ほど地区懇談会についていろいろお話されましたけれども、私は、この地区

懇談会は非常にいい方法だなと、いいやり方だなというふうに思っております。特定の人

でない不特定多数の人との意見のやりとりというものができるもので、行政を進める上で

は、効果的かつ効率的なやり方だなというふうに思っております。

利根町は、今、大きく揺れ動いております。多くの人が行政に大変関心を持っていてく

れていると思っております。自分たちの住んでいる町がどうなのか、自分を含めて生活は

どうなるのか、あるいはまた老後はどうなるのか。そして子供たちは、病気などになった

らどうするのか、医療機関はどうなのか。また学校の統合にいたしましても、地域の子供

たちはどうなるのか、自分の子供の通学の問題、いろいろ話し合われているところでござ

います。

また、定年退職された人も、勤めをやめて初めて自分の住んでいるところがどういうと

ころなのか、いろいろと関心を持ち始めているのではないかと思っております。そしてそ

の地域の中に溶け込もうと努力されている、このように思います。しかし、何をどうした

らいいのかわからない人もいると思います。ボランティア活動をしたい人、また少し賃と

りを希望する人など。ですから、他の自治体よりも、利根町は、行政に対しては非常に関

心の高い住民が多くいる。そういう関心の高い中で行政が執行されているというふうに私

は感じております。

このような中にあって、地域の人々が集まって情報を得る、そして考え、意見を述べる

機会を得ることは、大変仲間意識も醸成され喜ぶことだろうというふうに思っております。
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また、懇談会では、知らない人、初めての人も集まってきますから、余り長く持論を展開

し、また自己中心なことなどを言って食い下がる人などもいますけれども、初めて参加す

る人がその場を見て二度と来ないという人もおりますけれども。とにかく、今この町は通

常でない選挙によってこの私が出現したわけでございますから、興奮冷めやらぬ人がいて

も当然かと思っております。それはそれで、遺恨として残ることはわかっておりますけれ

ども、嫌になって帰ろうがどうしようが、いいわけでございますけれども、しかし、住民

の皆さんが考えを聞くという点では、会が荒れようが、意見が出さずにまた帰ってしまう

ので、そこに参加するということで大変私は意義もあるのかなというふうに思っておりま

す。ですから、この地区懇談会というような名前はさておいても、この制度は今後も続け

ていくつもりでおります。

いろいろと町民の皆さん方からのご意見もお聞きしますし、また議員の皆様方からのご

提言も幾らでも私はお聞きいたしますし、受け入れたいと思います。しかし、議員が言う

ように、私もその中に入れてくれよというお考えは、私は受けられない。いろいろな方と

相談した中で、いろいろな意見を聞く中で、会がどういう会になるかを想定してしまいま

すので、議員におかれましては、とうぞご提言のみでひとつお願いをしたい、それを十分

に私どもは内容を精査いたしまして、取り入れるべきところは取り入れるというような方

向でやっていきたいというふうに思っておるところでございます。

また、各種委員の氏名等についても、議員は入手希望をしているというふうに伺ってお

りますけれども、なぜ情報公開条例を違反してまで知ろうとするのか、これまた疑問なと

ころでございます。開示できないものはできないわけでありますから、ご理解をいただき

たいと思います。

話は飛びましたが、とにかく地域の話し合い、懇談会は開催し、民意を反映させるべく

努力をしてまいる所存でございます。

住民が行政に参加する前に、行政で何をしているのか知っていただくことも大事である

と。お話をしても、そんなことは町でやればいいと、何でおれが口を出さなきゃならない

んだというような意見もございます、そういう人もいます。ですから、行政側から積極的

に住民側へ出向いて行って、住民と向かい合い、顔を見ながら話す方法は、私は非常に重

要なことだなというふうに感じております。知っていただいた上で、行政に参加してもら

う。自分の町ですから、必ずや関心を持って参加していただけるものと私は思っておりま

す。そのことによりまして、参加された方また参加されなかった人も、次第に関心を持つ、

そして一生懸命になってやってくれる、行政にお手伝いをしてくれる、そのようになると

思っております。

ですからまず行政が動く、そして住民に知ってもらう、知ることから意見を、考えを出

してもらえるというふうに思っております。地区懇談会のよさはまさにそこにあるのでは

ないかというふうに思っております。
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この中で、個々の意見もわかるし、理解もできる。これらの中から、何々委員でも何で

も協力を求めれば、必ず協力はしてくれるし、さらなる建設的な意見も出るかと思います。

ついては、町発展に住民サービスの向上につながっていくものと私は思っております。

次に、３番目の行政改革懇談会についてのご質問でございます。

まず、利根町行政改革懇談会につきましては、懇談会規定を設けて、その役割、内容、

組織、任期などを定めて運営をしているところであります。そして、懇談会委員につきま

しては、非常勤特別職と位置づけております。

行政改革懇談会は、社会経済情勢の変化に対応した簡素で効率的な町政の実現を推進す

ることによって、広く町民の意見を聞くために設置しているものであります。行政懇談会

は、利根町の行政改革の推進に関する重要な事項について内容を協議し、その結果を町長

に提言することが最終的な目的となっております。

懇談会の委員につきましては、これまで、規定上、12名の定員に対しまして、10名委嘱

していたわけでございますが、平成19年度から規定を改正いたしまして、８名に削減して

委嘱をしているところでございます。

前までの懇談会委員は、議員さん、旧役場職員、団体役員の方々が半数を占めていたた

め、細かい議論が交わされず、方向性がすぐ決められてしまう傾向があったと考えられま

す。このことから私は、肩書にとらわれない、触接行政サービスを受ける立場の一般町民

の方々に委員になっていただき、生活に密着した住民の目から見た行政に対するご意見を

お聞きすることが、よい行政を推進するために必要なことであるとの思いがありました。

このようなことから、布川、文、文間、東文間ごとに一般の方々に、私から委員になって

いただけないか、そして本音を語ってほしいというふうにお願いをして、ご協力をいただ

いたということでございます。

また、今回の委員には、女性委員を２名任命しております。男性ばかりでなく、女性に

も加わっていただきまして、女性の視点から見た行政に対するご意見をいただくことによ

り、より内容が幅広く充実したものになると考えております。

また、これまでに行政改革懇談会を２回開催いたしました。公共施設、町有地の有効活

用や一般廃棄物手数料の見直しについて議論をいただいているところでございます。

今後、これらとあわせて、役場組織の見直し、人件費の問題、事務事業、補助金の見直

し、経費削減など行政に関するさまざまな問題、多方面から議論していただきたいと考え

ているところでございます。これらの議論を通して、社会経済情勢の変化に対応した、簡

素で効率的な町政を推進することにつながるような提言をいただきたいと考えておるとこ

ろでございます。

最後のご質問の、行政改革に新たな発想と方法が必要ではとのことでございますが、議

員ご指摘のとおり、即効性があり有効な増収策については、なかなか見出せない状況であ

ります。企業の誘致についても、敷地などの条件整備を必要といたしますし、新たな税収
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についても増設することが困難であるためであります。

また、政策決定における住民参加のご提案でございますが、これまでも、町長ホットラ

イン、町の地区懇談会、地域懇談会、またメールなどでいろいろと意見をいただきまして、

それらを参考としてまいりましたし、これからも、住民の皆様からちょうだいしたご提言

などを参考にしていく考えでございます。

ご提言をいただく機会は、いつでも、どこでも、だれでもできるように、またより多く

のご意見を提出できるように、提案制度の周知徹底を地域の会議を通して皆さん方にお知

らせしていきたいというふうに考えております。

平成18年度の決算から導入いたします事業評価制度につきましては、ただいま準備中で

ございまして、次年度の予算編成に生かせるように取り組んでまいります。事業評価方法

につきましては、当面は、内部に評価する組織をつくりまして、自己評価と評価組織の評

価によって行いたいと思っております。そして、その結果をお知らせしたいと考えており

ます。

最後に、次年度の予算編成過程に、住民や議員を入れての検討については、住民の皆様

方のご意見、ご要望及び議員の皆様の議会活動からちょうだいしたいろいろなご意見等に

ついては先ほど申し上げましたが、いろいろな場の中で伺っていきたいと思っております。

また、議員を予算編成に入れることにつきましては、議員ご承知のように、地方自治法

第96条の規定では、議会に予算を定めるための議決権限があると規定されております。こ

のことから、議員自身が編成にかかわりますと、議員自身が編成した予算案を議員自身が

議決することになり、予算を定める上で、利益の誘導のような非常に不透明な予算が編成

されていくということになります。そのため、地方自治法第149条の規定では、普通公共

団体の長に、予算を調製して執行すること及び議会の議決を得なければならない事件につ

いては、議案を提出することが定められているところでございます。そのため、議員に予

算編成に入っていただく考えはございません、ご理解いただきたいと思います。以上でご

ざいます。

○議長（岩佐康三君） 白旗 修君。

○８番（白旗 修君） 第２回目の質問をいたします。

まず最初に、公約違反についての定義について申し上げたのは、これは一人の議員をど

うのこうのというのではなくて、一般の理解と非常に違うということを申し上げているの

であります、それ以外の何物でもない。ただ、発言したのが能登議員であるというだけの

ことであります。

それから、町長の言い分では、今、自分がやめたら合併がうまくいかない、だからやめ

ないのだというようなお気持ちがあるのではないか、また住民もそう思っている節もある

と思います。しかし、私は、町長が今、公約どおりにやめることが合併に影響があるかど

うかを含めて住民が判断することであって、公約どおりに、本来ならば４月あるいは７月
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の選挙のときに、みずから住民に問うのが筋であります。もし、合併が井原町長でなけれ

ば続けられないと多くの町民が考えれば、選挙の結果、また町長になり得るわけですから、

そういう正式な手続をとるのが筋ではないかというふうに私は言っているわけです。

それから、私が４月の選挙で議員の立候補をしていると、そのときに言ってはどうかと

いうご発言ですけれども、私が言う言わないは今関係ないことで、町長自身が、筋からい

ってそういう行動をとるべきではないかと言っているわけでありまして、私にどうのこう

の言うのは、いささか筋違いではないかと思っております。

２番目の、住民による行政についての質問に対しまして、町長は、地区懇談会は非常に

有効だとおっしゃっています。私も、いろいろな形で多くの人々と話をするということは

非常に大切だと、もちろん思っております。ただ、町長に前にお聞きしたときの地区懇談

会の目的を聞いたら、これは住民の意見を町政に反映させるという趣旨であったかと思い

ます。全く町政に反映させるようなことがなかったということではないと思います、もち

ろんある程度あると思います。しかし、あの地区懇談会は、今まで行われた町政懇談会と

同じように、どちらかというと、住民の方に行政が説明をする、あるいは住民が自分の問

題を個々に、自分の地区の問題を含めまして質問をするということで、この行政改革であ

るとか、合併の問題であるとかいろいろ大きい問題を統一的なテーマで議論をするという

場では決してなかったわけであります。だから従来と全く変わらないということです。全

く懇談会が意味がないというのではなくて、目的に照らしてみますと、これは余り目的的

ではないということでございます。

また、ちょっと私と意見は違うのかもしれませんけれども、佐々木議員も、地区懇談会

のあり方について、別の見方で疑問を呈しておられるようであります。

私は、住民による行政というのには、二つの側面があると思います。一つは、住民から

出された意見や提案に丁寧に対応するということでございます。もう一つは、行政側から

の意見や提案を丁寧に住民に説明することであると思います。

私は、この目的に対して、地区懇談会は必ずしも十分機能していない。例えば集中改革

プランのことについても、正直言って、私自身も一生懸命内容を見ていますけれども、な

かなか理解がしがたいところがまだ残っております。ああいう集会の中で、多数の方がい

ろいろな目的でやってきた中で、例えば、集中改革プランの具体的な内容あるいは行財政

改革の具体的な内容をどこまで理解できているんだろうか、私は疑問に思うわけです。

それで、住民から出された意見を丁寧に聞くということは、必ずしも集会だけではなく、

いろいろな場面で起こり得ます。６月議会で問題になった消防団長の人事問題も、見方を

変えていえば、住民の意思に丁寧に対応しなかった事件ではないでしょうか。つまり、前

年度まで団長に引き続き今年度以降も留任してほしいという団員の意思を、町長が無視し

た行為ではないでしょうか。消防団員という奉仕的な任務を帯びている住民の意思を、町

長は任命権という権力によって退けようとしたのではないでしょうか。これは、住民の意
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思を十分に尊重することにはならないと思います。

いろいろの問題がありますが、例えば旧利根中の跡地の利用については、かなりいろい

ろな住民が使わせてほしいといっているわけでございますが、これに対して、必ずしも町

は丁寧に対応しておりません。今もってこれがなぜ使えないのか、少なくとも住民は納得

をしないままに使われない状態になっております。

そういうようなことで、この住民による行政というのは、いろいろな場面で、おっしゃ

るように住民の意見を聞く、提案を聞く、そして住民にも丁寧に説明をするということを

やる必要があるわけですけれども、これが私は十分に行われていない。

何回も、これまでの議会の中でも、説明が求められておりました合併問題につきまして

も、住民にはどうなっているんだろうかという気持ちがずっとここまで続いてきたことも

事実です。これは町側が、合併問題について十分な説明をできなかった、あるいはしなか

ったという結果ではないかと思います。これからでも、そういう方向で努力をしていただ

きたい。

それから、行政改革懇談会についてでありますが、町長は、いろいろな人から意見を聞

くと言っておりますが、しかし、この行政改革懇談会、あるいはほかの委員会などを見ま

しても、住民を人選をするときに公募をしたということは余り聞いていません。行革懇談

会も、町長の考えによって人選をしております。

これは、先ほどちょっと説明がありましたけれども、４地区から平等にということであ

りますが、委員のメンバーをみますと、やはり自分の意向に沿う感じの人を選んでいるの

ではないかというふうに思われます。余り具体的な名前は差し控えますけれども、町長の

自宅を事務所とする後援会のメンバーがその委員会のメンバーになっています。

私は、結果としてそうなっても構わない、やはり気心の知れた人を委員にしたいという

のは、その人の能力を買って、だからその人をメンバーにするという考え方は、だれが上

になってもあり得ると思います。そのことを問題にしているんではなくて、なぜ広く公募

をして選ばないのか、いつの間にか決まっているということですね。これは大変大きい問

題です。本当にこれが住民による行政になっているんでしょうか。あるいはそのほかの教

育委員にしましても、前教育長の時代ですけれども、必ずしも前教育長の意見を聞かずに

自分で選んで委員に任命しようとされている。こういうことが本当に住民による行政にな

るのでしょうか、私はならない。まずは広く住民に公募をして、そして選考基準を決めて、

オープンに人選をすべきではないでしょうか。

井原町政２年間を見ていますと、自分の考えでいろいろなことをやっていこうという考

えが非常に見えます。私は、行政の長ですから、ある程度それは必要だと思います。しか

し、議員も、行政の長も、代表ではなくて、住民の代理人なんです。住民がやれないから

かわりにやってもらっているだけです。ですから、代理人ならその主人の言うことを一生

懸命聞きながらやるべきではないでしょうか。自分の考えを先行させて委員を決めたり、
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物事の内容を決めていくというのは、大変住民による行政の目的には合っていないという

ふうに思います。

それから、４番目の行財政改革の問題ですが、私、レジュメの上に書きました、議員を

入れてというのは、今ご指摘のとおりで、私の言い足らずの部分があって、これはそうい

う意味ではちょっと間違いがございますが。いろいろ福祉行政であるとか、あるいは教育

行政であるとか、こういうものをやっていくときに、議員が、それぞれの分野の委員会が

ございますが、それぞれの分野の委員会の議員がそういう問題に参画をしております。そ

の中に、来年度の事業をどうするかというような問題、あるいは、ことしはこういうこと

をやったということが議題になったり、自治体はしております。だからそういうところで、

名目的に何々委員だからこの会議は出るということではなく、もっと行政の内容、そして

進め方、こういうものをしっかりと見きわめながらやっていくということが必要で、委員

がそういうところに今までも参加していますが、そういう形で今後参加する。と同時に、

例えば福祉行政なら福祉行政の問題について、基本的には公募でいろいろな人を参加させ

ながら、いろいろな人の意見を聞くというふうに井原町長はおっしゃるけれども、現実に

は特定の人の意見だけに偏るということがあるのではないでしょうか、私はそういうこと

があってはならないというふうに申し上げたいわけであります。

この行財政改革についていえば、前から申し上げているように、これは全部、これまで、

この行革懇談会を除けば、庁内の方々でやってまいりました。しかし、何事もそうですけ

れども、内輪の人間だけで大事な問題を決めていく、あるいは決定、考えていくというこ

とには限界があるわけです。つい、内輪の人間だけでやりますと本来の、例えばその事業

の目的は何なのか、あるいは実際に効果が上がっているのだろうか、あるいはこれから上

がるのだろうか、別の方法はないのだろうか、マンネリになっていないんだろうか、こう

いう発想がどうしても欠けてしまう。だから、民間の人あるいは外の人を入れて議論をし、

政策の形成をし、事業化をしていくことが必要ではないか、そういうことを今までやって

いるのではないわけであります。

だから私はそういうような形をとるために、民間のそういうことをやるという人々と、

それから、先ほどおっしゃったような法律的な問題をクリアする形で、議員も一緒に、新

しい政策形成、あるいは行政評価をやっていくことが非常に大事ではないだろうか、こう

いうふうに言っているわけです。

前回、先週の審議でありましたデマンド型乗り合いタクシーにつきましても、私は非常

に大きな問題点が残っていると言って反対をしましたけれども、何しろ一括審議というこ

となので、私は一括審議のやり方に問題があると思いますが、それは今言ってもしようが

ないんですが。そういう問題があるから、条件つきで、あの問題についても、賛成ですけ

れども反対の立場をとったわけです。とにかく、審議のやり方の問題もありますが、その

ことは一応除きまして、この行財政改革の方法、発想これをもう少し改める必要がある。
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昨日以来、西村議員やあるいは守谷議員がいろいろなアイデアを出しておられまして、

そういったアイデアがまだまだいろいろな人から得られると思います。それをいろいろと

吟味しながら精緻化していくことが、政策をつくる、事業をつくる上で非常に大事なので

はないだろうかというふうに私は思っております。

それで、時間がなくなりましたのでちょっと質問をまとめてみますと、１番目の問題に

ついては、認識が町長とは全く違うということがわかります。私はあくまでも公約につい

ての責任をとるべきだと思っております。

２番目の住民による行政については、本当に、住民から提案、意見をしっかり得る方法、

それから住民に十分説明責任を果たすという方法で、地区懇談会しかないのか、ほかの方

法としてもっと住民が理解ができるような方法というものは何かないのだろうかというこ

とを私は思うのですが、そういう考え方についてどうお考えになるかお聞きしたい。

それから、行革懇談会あるいは他の委員会もそうですが、正直言って、利根町はほとん

どオープンじゃないのです。龍ケ崎のホームページを見ても、いろいろなパブリックコメ

ントも出していますし、いろいろの委員の公募もやっています。それから、議会に限らず

いろいろの委員会の議事録なども公表している市町村もあります。私は、こういう公の場、

議会の議事録は出ますけれども、そのほかの委員会とか審議会とか、そういったところで

の議事内容なんかもホームページの上にのせてほしい。つまりオープンにするという方向

で考えていただきたいのですが、そのことについて、そういうふうにできるだけ早くやっ

ていただきたいと思っておりますが、お考えをお聞きしたいと思います。

それから、行財政改革の新たな発想と技法というのは、私が今言いましたように、もっ

と住民がオープンに、行政評価やあるいは予算決算のチェックに加わるように、そして法

律に抵触しない形で議員も参画するという方策を今後考えてもらえるかどうか、その点を

お尋ねして、時間がありませんので終わりにいたします。以上です。

○議長（岩佐康三君） 町長井原正光君。

〔町長井原正光君登壇〕

○町長（井原正光君） 今、白旗議員からいろいろとご指摘をいただきました。ありがと

うございました。

それでまず申し上げますけれども、私の基本は、住民の意見を吸い上げるにはやはり地

区懇談会等が一番いいというふうに思っております。議員も地区懇談会が悪いとは言って

おりません。そのほかの何かの方法があればということでご意見をいただいておりますの

で、何かいい方法がありましたら、ひとつご提言をいただければご検討いたしたいという

ふうに思っております。

それから、各委員会等の議事録等につきまして、オープンに公表しようというようなこ

とでございますが、これはもっともなことでございまして、行政側も、議会側も、お互い

にこの点につきましては、住民の目というものがありますから、また住民が知ろうとする
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意識というのは年々高まっていますから、やはりお互いにオープンに、そして住民と情報

を分かち合いながら、共有しながらやっていかなければならない問題だというふうに考え

ております。

それから、どうも先ほどからつっかかるのは、条件つきという点なのですね。議員、条

件つきで賛成されても反対されてもいいのですけれども、それは実行されないことについ

て不満残りませんか。どっちかにぱっと切った方が私はいいと、私が言うのもあれなんで

すけれども、そのような考えの方が私はいいなというふうに思っています。

それから、いろいろな予算等についての議員参加の方法でございますけれども、この辺

については、今の現行法ではちょっと無理ですね。ただ議会といたしまして、何か重要な

案件についての要望と、今までもここに髙木議員おっしゃいますけれども、共産党などは

党としていろいろと、こういうことにということで要望を受けたことはございます。

以上でございます。

○議長（岩佐康三君） 白旗 修君の質問が終わりました。

一応終わりましたということで宣言しましたので、終わらせていただきます。

暫時休憩をいたします。

午後３時２８分休憩

午後３時４０分開議

○議長（岩佐康三君） 休憩前に引き続き会議を再開いたします。

９番通告者、10番五十嵐辰雄君。

〔10番五十嵐辰雄君登壇〕

○１０番（五十嵐辰雄君） ９番通告、10番五十嵐辰雄でございます。

通告に従いまして、次の２点について質問いたします。

１番ですが、第４次利根町総合振興計画並びに３期基本計画策定について。２番、龍ケ

崎市との合併について、以上であります。

まず１番でございますが、第４次利根町総合振興計画の内容についてでございますが、

その構成でございますが、これは基本構想がありまして、その中にあります２期基本計画

は、平成19年度が最終年度でございます。次の年度は、平成20年から５年間の年次計画を

つくるわけでございますが、その中で、特に重要施策となる事業とその実施計画について

どのように進めていますか、お伺いします。

それでは、この計画の内容を、次の７項目に分けまして計画の順序をお尋ねいたします。

まず（１）でございますが、基本構想の見直しについて。基本構想は、議会の議決を要

するわけでございます。基本構想を変更するのには議会に諮ります。そのとき、平成20年

から５年間の基本計画を一緒に議会に諮ると、そういう議案の中に追加することはできな

いかということでございます。
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今の基本構想は、平成10年度を初年度としまして平成32年度を目標年度としております。

このように、構想には年度を明記しております。基本構想の期間といえば、22年間の利根

町の期間構想でございます。井原町長は、６月の定例議会で、この基本構想を見直すと言

っておられます。どのような理由でこの基本構想を見直すのでしょうか、その点をお尋ね

します。

そして、基本構想の一部を見直す場合でも、議会に諮る必要性があるのかどうか、その

点をお願いします。もし議会に諮るときには、３期基本計画も議会に一緒に諮るという制

度に町の規約を改正する考えはあるのかどうかお尋ねします。すなわち、基本構想と一緒

に基本計画も議決案件として取り扱う方法でございますが、その考え方をお答えください。

２番でございますが、計画を策定するには、無作為に抽出しました2,000人のアンケー

ト調査を行ったが、その調査分析は終わっていると思いますが、これは９月「広報とね」

に概略が書いてあります。今回のアンケートでございますが、その特徴とする点は、どう

いうところでアンケートにあらわれましたでしょうか。

現在の２期基本計画のアンケート調査によりますと、これは平成13年９月から10月にか

けまして実施してあります。前回と比較しまして、この５年間に町民の意識はどのように

変わっておりますか、もしその点、分析ができれば、その５年間における町民の意識の変

化、そういう点もお答えください。

それから、３番でございますが、総合振興計画を策定するために、その振興計画の委員

でございますが、現在その作業中と思いますが、委員さんの方は委嘱は進んでいますかど

うかでございますが、６月の定例会で町長は、専門部会を設置し、その専門部会の方で基

本構想、３期基本計画の策定に着手しておると、そういう町長の所信にありましたけれど

も、今現在、役場の事務当局では、この基本構想の見直しと３期基本計画の策定作業の手

順は今どのくらいまで進んでいるか、その進捗状況をお答えください。

それから（４）でございますが、振興計画審議会の開催でございますが、いつごろ開催

する予定でございますか。多分３月定例会では、振興計画の委員の条例改正案が出されま

したけれども、これは否決でございます。賛成少数です。今最も大事な振興計画の策定で

ございますが、３月定例会で否決されました。それから６月も９月も再度、振興計画委員

の条例の改正が、案は出ませんけれども否決されましたので、現在の旧振興計画委員さん

に委嘱をするのかどうか、その点もお伺いします。

５番でございますが、広く町民の意見を取り入れる方法でございますが、アンケート調

査だけでは私は不十分と思います。もう少し幅広く、専門部会の委員さん以外にも幅広く

町民の意見を聞くという場があるのかどうか、その点もお答えください。

それから、６番でございますが、基本構想及び基本計画がまとまった素案の段階で、パ

ブリックコメント制を導入する考えがあるのかどうか。今この合併問題でも、いろいろな

政策決定する場合には、地区の懇談会、アンケート、それから専門部会以外にも、広く町
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民の意見を聞くという場を与えて、パブリックコメント制というのは、行政の一手段でご

ざいます。まだまだ利根町では、そういう制度が、今まで検討していないと思うのですが、

この制度をこれを契機に取り入れる考えはあるかどうか、お伺いします。

７番でございますが、策定完了でございますが、平成19年度には、多分20年度から第３

期計画が始まりますので、多分、今年度中には策定完了すると思うのですが、その完了し

た段階で広く町民に知らせる方法でございますが、どういう方法で町民に知らせるか、い

わゆる概要版をつくり各戸配布するのかどうか、それとも基本構想と３期基本計画できた

場合に、セットして、地区懇談会、地区説明会を開催する予定があるのかどうか、その点

もあわせてお伺いします。

それから、２番でございますが、龍ケ崎市との合併ですが、今期定例会は、合併問題が

多くの議員から出ておりました。どの議員が何を質問したかについては、議員は発言の自

由がございますので、その議員がどうおっしゃったかについて私は言いませんけれども、

総体的に、ほとんどの議員が合併を願っております。

それでは、町長、再三答弁しておりますが、今、茨城県市町村合併推進審議会にゆだね

ると、そう答弁でございます。第５回まで開催されまして、自主的な市町村の合併の推進

に関する構想、それが示されました。そして対象市町村の組み合わせとしまして、県内で

は唯一、龍ケ崎市・利根町のみに限定されました。これについては、町民の熱い思いと、

井原町長みずから龍ケ崎市並びに県の方へ出向きまして、利根町の合併に対する熱い思い

が、県並びに合併審議会の方に届いたものと確信を持っております。ここで、重複します

けれども、町長のこれまでの、龍ケ崎市・利根町がただ一つの合併の構想の市町村になっ

たということに対する町長の行動を、そういったものを概略をもう一度お伺いします。

それから、合併機運の醸成ですが、パブリックコメントによる意見募集についてですが、

最初は各戸配布、２回目は戸別配布と、手順を変えまして、相当町長は熱が入っておりま

す。その辺、もう一度お伺いします。

それから、合併というのは、行政と、それから行政はもう無論トップの長でございます

が、町長と議会と、それから町民と、この一体感でないとできませんけれども、これから

町長と町民の合併に対する役割、この役割を明快に町長の方からご答弁をお願いします。

以上です。

○議長（岩佐康三君） 五十嵐辰雄君の質問に対する答弁を求めます。

町長井原正光君。

〔町長井原正光君登壇〕

○町長（井原正光君） それでは、五十嵐議員の質問にお答えをしたいと思います。

まず第４次利根町総合振興計画並びに第３期基本計画の策定についてでございますが、

まず第１点目の基本構想の見直しについてでございますが、この基本構想審議に当たり基

本計画を議決事件に追加するかどうかという点でございますけれども、この点につきまし
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ては、議員の質問のようなお考えもございますけれども、現行法が、地方自治法第２条の

規定のとおり、基本構想にかかわる部分について、議会に議案として提出してまいりたい

と思います。

ただ、第３期基本計画の部分につきましては、資料として添付したいというふうに考え

ております。

それから、どのような点を改正するのかというような点でございますけれども、これは

基本構想の中でですね。主に人口、それから土地利用の部分について直していきたいとい

うふうに思っております。

次に２点目の、計画策定に関するアンケート調査の分析結果についてでございますけれ

ども、調査の結果を取りまとめました資料を議員の皆様方に配付したわけでございますけ

れども、それを見てごらんになっていただけたと思いますけれども、今回の調査は、平成

19年５月16日から６月30日まで、方法は郵送によって行ってきた。それで無作為に抽出し

た2,000人で、939人から回答がございました。

それから、以前の住民の意識調査と、どのような変化が見られるかというようなことに

つきましては、課長の方からお答えさせていただきます。

３点目の専門部会の機能性についてということでございますが、ボランティアや過去に

ご意見を町へ多く寄せていただいた方などの住民の方30名を選んだわけでございますが、

１人どうしてもというようなことで29名となっております。男が21名、女の方が８名と各

課職員33名を構成員として、５部門、五つの部門に分かれて、今後の基本計画の提言等に

ついて話し合っていただいております。

現在、集中的に会議をしていただいております。住民の方々のふだんの生活している中

での不便等について、いろいろ不便だなと思うような点を含めた中でお考えを出していた

だいて、いろいろなご提言を含めて今後協議されていくものと思います。

この専門部会の委員でございますが、今もちょっとお話しましたけれども、いろいろ町

にメール等を寄せていただいた方、あるいは地区懇談会等についていろいろご意見を出し

ていただいた方、名前、顔、私知らない方が多いわけでございますけれども、その意見の

内容を見まして私が選ばせていただきました。ですから、初会合のとき委嘱状を渡したわ

けなのですけれども、大部分の方は私はお話したこともございませんし、まだ顔も私その

とき直接お会いした方も大分いるというようなことでございます。

４点目に、振興計画審議会の開催についてということでございますが、専門部会が終了

した後、策定作業を進めて、策定委員会での協議を行いまして、審議会を開催したいとい

うふうに思っております。

いつごろかというようなことでございますが、これも担当課の方で今、進捗状況、担当

課の方わかりますので、その見通しなどについて説明をさせます。

それから、審議会ですね、振興計画審議会の委員、議会で否決されました。その旧委員
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の委嘱云々でございますが、これはまだ検討課題として、もう少し時間がございますので、

検討してまいりたいと考えます。

それから、５点目の、広く町民の意見を取り入れる方法についてということでございま

すが、現在、専門部会で取りまとめていただいている第３期基本計画の素案ができ上がっ

た段階で、もう一度といいますか、地区説明会、要するに住民にこういうふうなことで、

こういうふうな計画を立てますよというようなことで説明に上がる予定でございます。そ

してその後に、計画していただいた上で、その計画について、住民の皆様方からご意見や

らあるいはいろいろな提言等をお聞きいたしまして、この３期基本計画の施策等に反映さ

せていきたいというふうに考えております。

それから、６点目の、基本構想及び基本計画の素案の策定に、パブリックコメント制の

導入はということでございますが、ただいまお話しましたように、地区でこの素案等につ

いて説明をいたします、開催をいたします。一定期間を設けて、この第３期基本計画の素

案について、住民の皆様方から、ご意見あるいはご提案をいただく機会を設けたいと思っ

ております。ですから、パブリックコメントという制度という名前じゃなくて、その場で

ぜひご意見をいただきたいというふうなことで、住民の皆様方からのご意見を受けるつも

りでございます。これは郵送でも、電話でも何でも結構ですが、なるべくでしたら、用紙

に書いていただくということが一番よろしいかと思います。そして、基本計画の素案に対

する意見をいただきまして、よりよい計画策定ができるようにということで進めていきた

いと考えております。

それから最後に、策定完了時期と町民に知らせる方法でございますが、まず専門部会で

の委員のご提言等を取りまとめを行いまして素案が策定されます。そして早い時期に地区

の皆さん方にその内容を説明する説明会を開催いたしまして、計画の詳細を住民の皆様方

に説明いたします。さらに、今申し上げましたように、いろいろと意見をいただきたいと

いうふうに思っております。

最終的な基本計画の素案を、その上、策定して、振興計画策定委員会の承認をいただき、

その後に、振興計画審議会における審議を経て答申をいただきまして、基本構想の部分に

ついては、議会の議決をいただくように進めていきたいというふうに考えております。

町民に知らせる方法はいろいろあると思いますけれども、議員ご指摘のように各戸配布

する方法とか、あるいはまた広報、ホームページいろいろございますけれども、とにかく

住民の皆様方に広くお知らせしていきたいというふうに考えております。必要があれば、

また地区説明会も開催していきたいというふうに思っております。

次に、２番目の、龍ケ崎市との合併についてでございますが、これまでもいろいろな議

員にお話をしてきたところでございますが、今回、利根町議員の皆さん方には、龍ケ崎市

との合併の推進に関する決議をいただきまして、ありがとうございます。これで私が龍ケ

崎市との話し合いをする中で、一層弾みがつくなというふうに思っておるところでござい
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ます。

ただ、きょうの新聞等でも出ておりますように、大分龍ケ崎市との温度差はあるなと、

これを埋めるのには大分力を要しなければならないなと、なお一層の住民の皆さん方から

の後押しが必要だなというふうに思っておるところでございます。

その中で、龍ケ崎市・利根町の合併、審議会においての、県内で唯一龍ケ崎市・利根町

の合併だけでございますけれども、自主的な市町村の合併の推進に関する構想の中に位置

づけられなかった市町村についての項目で、検討対象とした18市町村のうち、今回、組み

合わせを示さなかった16市町村についても、自主的な市町村の合併を推進する必要がある

と考えられるが、合併機運が十分に高まっていないことや、合併意向があるものの、相手

先の市町村に意思がないことなどから、現在の構想対象市町村の組み合わせに位置づける

までには至らなかったというふうに付記されておるところでございます。審議会は非公式

で今回行われておりますので、審議内容、経過等については私どもわかりませんので、私

の方からお答えは差し控えたいというふうに思います。

次に、合併機運醸成とパブリックコメントによる意見募集の活動についてでございます

けれども、９月12日、あすですね、パブリックコメントの期限でございます。すべての町

民の皆様方からいろいろなご意見が、県の審議会に反映させるようにということで、今回

意見募集の回覧を全戸配布したところでございます。

内容は、合併情報として、茨城県市町村合併推進審議会が取りまとめた自主的な市町村

の合併の推進に関する構想の抜粋をしたものと、意見募集の回答用紙を添付して、全戸に

配布をさせていただいたところでございます。

また、機運醸成についてでございますが、本町は、機運が醸成しておると思います。龍

ケ崎市の機運の醸成を図っていくことが、今後の課題であるように思っております。今後、

パブリックコメントのご意見が公表されると思われますけれども、利根町民の思いが龍ケ

崎市民の心にも届きまして、さらなる市の機運醸成が図られていくということを私は期待

をしているところでございます。

最後に、合併実現へ、町長、町民の果たす役割についてということでございますけれど

も。再三申し上げているところでございますし、また議員も今おっしゃっておられました

けれども、議会と町民が一体となって合併に向かって取り組んでいかなければ、この合併

は難しいというふうに考えております。

龍ケ崎市との合併推進に関する決議というようなことで、また、龍ケ崎市と合併を推進

するための財政支援を求める意見書ということで、今回、議会の皆様方に議決していただ

きまして、本当にありがたいというふうに思っておるところでございます。

合併については、県や龍ケ崎市で危惧している一つには、議会の動向もあるというふう

に思っております。それというのは、前の合併協議のときに、法定協議会で混乱を招いた

原因の一つとして考えられるからであります。龍ケ崎市としても、慎重とならざるを得な
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いというのはよくわかります。二度と失敗は許されないわけですから、慎重にならざるを

得ないというふうに思っております。

議員の皆さん方も、言葉は悪いのですけれども、今回もいろいろな方からご質問いただ

きました。それからまた決議もいただきました。そういうことで、どうしたどうしたとい

う聞くばかりではなく、皆さん方も、選挙公約に、一応選挙時に言葉に出したことだと思

いますので、ひとつ合併ができるように、議員みずからも行動を起こしていただきたいと

いうのが私の願いでございます。

また龍ケ崎市議会において、市長は、合併は議会と市民が決めるとも言っておりますの

で、よろしくお願いを申し上げたいと思います。

再三言うようですけれども、合併というのは、首長、議会、住民の皆様方が一体となっ

て推進していかなければ実現できないものでございます。龍ケ崎市も同じだと思いますが、

二度の失敗は許されないというようなことでございますので、どうぞご理解あるご協力を

お願いしたいと思います。以上です。

○議長（岩佐康三君） 企画財政課長秋山幸男君。

〔企画財政課長秋山幸男君登壇〕

○企画財政課長（秋山幸男君） それでは、住民アンケート、意識調査の結果でございま

すけれども、まず、土地利用につきましては、前回のアンケート結果と同様な結果になっ

ております。これは工業用地を拡大するということで、働く場をふやすというようなこと

で、工業用地の拡大が一番高くなっておりまして、次が、商業用地を拡大するというよう

なことで、３番目が公園や緑を守るというようなことになっております。

前回もポイントが高かったのですけれども、公共交通網の整備というようなことが今回

10ポイント程度高くなっております。これはやはり公共交通機関がないというようなこと

で、不便な意識がこのような形になったものと思っております。

続きまして、魅力ある市街地の形成なんですけれども、こちらにつきましては、今まで、

「住みよい」「まあまあ住みよい」と答えた方が65％ぐらいいらっしゃったんですけれど

も、若干落ちまして60％になっております。今後も町に住みたいというようなご意見なん

ですけれども、約55％ということで、若干住み心地から比べますと、ポイント的には落ち

ているというようなことでございます。

続きまして、道路交通網の整備でございますが、こちらにつきましては、広域幹線道路

の整備を望む回答が多くなっております。生活道路につきましては、若干満足度が上がっ

てきているということでございます。

続きまして、公園緑地の整備でございますけれども、新たな公園を整備するのではなく

て、現在ある公園などを適切に管理していくというようなご意見が13％ほどポイントが上

がっております。

続きまして、あとの方にいきますけれども、商業の振興でございますが、こちらは、買
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い物をする際どこに行って買い物しますかというようなご質問をしたわけなんですけれど

も、食料品の部分が、前回は約40％だったのですけれども、今回は52％ということで、食

料品については町内が多くなっております。日用衣料品その他につきましては近隣の市町

村、あるいはわざわざ東京都内まで買い物に行っているというようなご意見も多々ござい

ました。

新しい産業の振興でございますけれども、これは利根町の産業振興のためにも、工業団

地など企業の誘致というようなことが一番ポイントが上がっております。それには自然環

境との調和が保てればそういう誘致も必要だということで、自然環境を保ちながら工業等

の誘致を肯定しておる意見が伸びております。

最後になりますが、広域行政というところなんですけれども、広域行政については、特

に不満はないものの、不満度が若干満足度を上回っている状況でございます。

市町村合併につきましては、前回約50％の方が必要だというふうなご回答をいただいて

おりますけれども、今回は60％ということで、ポイントは大分上がっております。

続きまして、第３期基本計画の策定スケジュールというようなことでございますけれど

も、６月、７月につきましては、部内の方でいろいろな施策の現況と課題の整理を行って

まいりました。

先ほど町長からもお話ありましたが、７月に専門部会を立ち上げまして、集中的に会議

を開いていただくということで、９月末から10月の初旬ぐらいをご提言の期限ということ

で、ただいまいろいろ進めていただいているところでございます。それが済みましたら、

素案の作成を行いまして、素案の作成が済みました時点で、説明会の方を開催したいと考

えております。

それと並行しまして、11月、12月に策定委員会、その素案をもとにしました策定委員会

を開催をしたいと思っております。その期間、先ほど町長からもお話ありましたような、

住民の皆様からの原案につきましてのご意見をちょうだいをしたいというふうに考えてお

ります。

それをもちまして、策定委員会の方で原案の取りまとめをいたしまして、最終的に審議

会の方に諮問をして、答申をしていただくという段取りで進めていきたいと思っておりま

す。

時期につきましては、年度内というような形で考えておりますが、できるだけ早くまと

めたいと、そのように思っております。

○議長（岩佐康三君） 五十嵐辰雄君。

○１０番（五十嵐辰雄君） それでは、２回目の質問をいたします。

第４次利根町総合振興計画でございますが、その基本構想、これについては、町長答弁

ですと、地方自治法第２条の第４項に、市町村の基本構想は議会の議決と、これははっき

り明記してあります。私のお願いしたいのは、この基本計画についても、議会の議決はで
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きないものかというわけでございます。

地方自治法第96条の第１項には、議会の議決をしなくてはならないものが幾つか列挙し

てあります。その中には、これは議会の議決をしなければならないものでございます。で

すからそれに列挙してあるもの以外については、議会の議決をすることは各自治体の裁量

でございます。

一番に関心を持っているのは基本計画でございます。基本構想というのは、まず全体の

概略的な発展する方向、単なる方向づけにすぎません。ですから私の言いたいことは、基

本計画、この中で、５年間に何をすべきか、基本構想に加えて、３期基本計画もあわせて

お出しになっているわけでございますが、これは議決事件に加えても別に悪くないのです

これは。罰則規定はありませんので。それで具体的な事業については、議会に諮ることの

必要ない、不要なものとして扱っているケースが多うございます。

確かに、３期基本計画については、これは行政と長の専権事項でございます。ですから、

参考意見とおっしゃっても、議会としては関与する余地は全くございません。単なる参考

意見で、要求とか要望にすぎません。全国の町や村でも、基本計画を議決事件に加えてい

るところがあると伺っております。先進的な町や村の例をよくお調べ願って、利根町も東

京から本当に40キロ圏ですから、地方自治の中心でございますので、ひとついい事例を参

考にお願いします。

そこで、担当課長にお伺いしますが、地方自治法第96条の１項に、これは料金の徴収、

条例の制定、罰則規定とか、条例に定めなきゃならないということありますけれども、そ

れ以外にも基本計画について、条例とかそういった規則で、議会の議決事件として加える

ことはできるかどうかお尋ねします。

それから、振興計画の審議会でございますが、専門部会とか、すべて策定作業を終わっ

た段階で審議会にかけるというわけでございますが、私の考えでは、審議会が一番組織上

はトップでございます。トップの方で、審議会にかける事案そういったものを決めてもら

って、トップダウン式じゃないと、下から積み上げたものが審議会にかけても、ちょっと

順序が違っているような気がするのですけれども、そういう点もお伺いします。

それから、パブリックコメントについて。町長のお考えですと、地区懇談会のご意見と

か、それから電話なり、メール、投書、郵送でいろいろやってもらっているという話でご

ざいますけれども、行政というのは組織体系が大事でございます。ですから、そういった

制度、パブリックコメント制度があるということを、町の行政組織の中に、これは条例で

はないと思うのですが、要綱とか規則、要領とか、その辺のランクで、こういったものは

パブリックコメント制をとると、そういうのを規則、規約の中ではっきりとうたった方が

いいと思うのです。

思いつきではないと思うのですけれども、町長は大分熱が入っていますので、懇談会を

大分重視しておりますが、懇談会というのは、やはり参加する人が少ないと思うのです。
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ですから、懇談会に参加できなくても、自宅にいても、広く自分の意見を出せるという行

政組織体系がこれから必要と思うのです。ですからパソコンの時代ですから、ホームペー

ジに出せばすぐに皆様方に意見を出すと思うのです。

それから、合併についていろいろ出ましたので、龍ケ崎市の例を話しますと、これはパ

ソコンのホームページの中にありますけれども、龍ケ崎市では、以前からこの制度をとっ

ております。現在、意見募集中のものはないようでございますが、最近の事例を二、三申

し上げますと、市民協働推進の指針というの、協働というのは、ともに働くですね、市民

協働推進の指針、この案についての意見募集、それから障害者プラン、障害福祉計画の意

見募集、それから第５次総合計画の素案の意見募集、それから家庭系ごみ有料化にかかる

基本方針の案についての意見募集、こういったものも、意見の数は少なくても、行政の開

かれた行政というのは、自宅にいながら、パソコンの画面を見ながら、いつ何どきでも意

見を出せると、そういう意見が本当に政策立案には大事でございます。これは行政に関心

を持っているからこそ、そういう意見出すわけでございますから。ぜひ、町政懇談会に相

当井原町長の行政の比重はかけておりますけれども、こういった新しい制度も導入をお願

いします。それには、ちゃんと規則、規約等の制度化、これも重ねてお願いします。

それから、合併でございますが、きのうの利根町議会の決議については、各新聞でけさ

の朝刊に報道されております。龍ケ崎市に対しては、非常に温度差があると。そこで、今

期定例会の一般質問でございますが、合併できなかった場合の町長の選挙の公約でござい

ますが、公約違反ではないかとか、そんなこと言われておりますが。

町長、この６月の定例会の町長の所信でございますが、このように述べておられます。

６月ですから、三月前ですから記憶に新しいわけでございますが。町長は、全身全霊を傾

注すると、こうおっしゃっております。全身全霊という言葉は、よく政治家がふだん使っ

ております。国会の場合の全身全霊よりは、地方議会の全身全霊というのは、相当町長の

ご発言には重みがあります。私も、全身全霊という言葉を広辞苑で見ました。身も心も全

部と、そのように書いてあります。これからも、井原町長には、全身全霊という言葉を私

もかたく信じ、合併について念書をつけるまで全力投球されんことをご期待申し上げます。

それから、町長の責任問題でございますが、２年でやめるとか、４年続投とか言われま

すが、今、合併が、井原町長が町民に信託されたそれを果たすこと、これは合併実現が井

原町長の責任でございます。ですから、行政懇談会で町長が説明しまして、やめろとかや

めないとかいろいろ意見が出ると思うのですが、町長としては、利根町のトップでござい

ますが、そのときは、井原町長はみずからご自分でご判断するものと私は思っております。

現在の状況ですと、一歩も下がらないで、町長は不退転の決意で合併実現に努力される

ことをお願いします。

合併実現こそが井原町長の責任を果たす最大の公約でございます。その点、井原町長に

もう一度お願いします。
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○議長（岩佐康三君） 町長井原正光君。

〔町長井原正光君登壇〕

○町長（井原正光君） お答えをいたします。

まず、基本計画、これを５年間のものを議決事項とするか、要するに議会に議案として

提出するかしないかということだろうと思います。

今現在では、議決事件としては考えておりません。あくまでも添付書類というふうなこ

とで。もちろん、基本構想が審議される中で、この辺の意見も当然出てくるものと思いま

すので、その内容についても審議されるというふうに考えております。

それから、振興計画審議会に先にかけて、それからトップダウンしてその計画を策定し

ていくべきだろうというような考えの質問でございますが、私はこれも考えたわけでござ

いますけれども、それよりも、住民の皆様方に、町の基本計画って何だと。要するに、数

多くの人間にまず知ってもらうことから始めようというようなことで、下から盛り上げて

審議会にかけるというような方法を、わざわざこれはとったわけでございますので、ご理

解をいただきたいと思います。

それから、パブリックコメントの導入云々でございますけれども、今、議員も申されて

おりますけれども、なかなか意見が出ないのです。ホームページ等の問題もありますし、

ホームページを開いてみるという人が、果たして利根町の有権者にどのぐらいいるのかな

ということも含めて、やはりホームページ一辺倒では、ちょっと私は疑問があるというふ

うに考えます。

ですから、再三申し上げていますように、まず多くの皆さん方に足を運んで、要するに、

知ってもらうことから意見なり何なり出てくると思うのです。知らないところで、ただホ

ームページを見たから意見を出すという人もいるでしょうけれども、ホームページを見な

かった人はどうなのかと。ホームページというのは、自分の部屋にこもって自分自身で一

人で見るものが大体だと思います。地区懇談会というのは、大勢寄っていろいろわいわい

がやがや、そういった情報というのは周辺に流れるということも含めて、この地区懇談会、

説明会、これのよさを私は買っていきたいというふうに思っておるところでございます。

合併の件でございますけれども、公約違反云々はさておきまして、どうしてもこの合併

につきましては見切りをつけなきゃならないわけでございますので、少し時間的には延び

ておりますけれども。

再三申し上げているように、私は、本来であれば、もう少し早くできるものだというふ

うに理解しておりました。はっきり言いまして、龍ケ崎市長の、合併の廃止に対する最後

の言葉などを信じますと、大変利根町民の思いを、いつでも来いよというような言葉で言

ってくれていましたし、これであれば、もう首長がかわればすぐできるような言葉で、ニ

ュアンスで、私どもは受け取っていたというふうなこともございます。

ですから、２年でできるというふうに私は踏んでおったわけでございますけれども、い
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ろいろな面でちょっと延びているというようなこともございますので、今後、答申が出て、

県知事がどのような意見を出すかにかかっているというふうに思っております。そういう

ことで、この時点で、龍ケ崎市との話し合いを進めた中で、やはり自分自身を、合併がで

きるかできないかを自分で判断していきたいというふうに考えております。

○議長（岩佐康三君） 企画財政課長秋山幸男君。

〔企画財政課長秋山幸男君登壇〕

○企画財政課長（秋山幸男君） お答え申し上げます。

基本構想の部分を議決事件に含めてというようなお話だったと思いますけれども。先ほ

ど町長からご答弁申し上げましたとおり、基本構想の部分を議案といたしましてご提案申

し上げ、基本計画の部分につきましては、十分に検討いたしました内容を取りまとめを行

いまして、資料として添付したいと思っております。

それと、基本構想それに基本計画の部分につきましても、十分住民の皆様方のご意見を

お聞きして、そのご意見をもとに検討した上で取りまとめを行っていきたいと、そのよう

に考えておりますので、よろしくお願いしたいと思います。

○議長（岩佐康三君） 五十嵐辰雄君の質問が終わりました。

以上で、通告による一般質問を終わります。

○議長（岩佐康三君） 日程第２、休会の件を議題といたします。

お諮りいたします。

あす９月12日から９月19日までの８日間は、委員会審査及び議案調査のため休会とした

いと思います。

これにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（岩佐康三君） 異議なしと認めます。したがって、あす９月12日から９月19日ま

での８日間は、委員会審査及び議案調査のため休会とすることに決定いたしました。

○議長（岩佐康三君） 以上で、本日の議事日程は全部終了いたしました。

次回は、９月20日午前10時から本会議を開きます。

本日はこれで散会いたします。ご苦労さまでした。

午後４時３６分散会

－２０３－


